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(57)【要約】
【課題】動力損失を低減することができる駆動装置を提
供する。
【解決手段】複数の差動機構１７、１８を含んで構成さ
れ、動力源１、２、３から出力部材１６への動力の伝達
経路を運転状態に応じて切り替え可能な動力伝達経路切
替手段１５と、動力源１、２、３の動力を利用して圧送
手段３６により潤滑媒体を圧送し当該潤滑媒体を複数の
差動機構１７、１８に供給可能であると共に、複数の差
動機構１７、１８において伝達する動力が少ない差動機
構１７、１８への潤滑媒体の供給量を低減可能な供給手
段３４とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の差動機構を含んで構成され、動力源から出力部材への動力の伝達経路を運転状態
に応じて切り替え可能な動力伝達経路切替手段と、
　前記動力源の動力を利用して圧送手段により潤滑媒体を圧送し当該潤滑媒体を前記複数
の差動機構に供給可能であると共に、前記複数の差動機構において伝達する前記動力が少
ない前記差動機構への前記潤滑媒体の供給量を低減可能な供給手段とを備えることを特徴
とする、
　駆動装置。
【請求項２】
　前記動力の伝達に寄与しない前記差動機構を他の前記差動機構から切り離し可能な切離
手段を備えることを特徴とする、
　請求項１に記載の駆動装置。
【請求項３】
　前記供給手段は、前記切離手段により切り離された前記動力の伝達に寄与しない前記差
動機構への前記潤滑媒体の供給を遮断することを特徴とする、
　請求項２に記載の駆動装置。
【請求項４】
　前記動力伝達経路切替手段は、油圧部に供給される作動媒体の油圧により作動して前記
動力の伝達経路を切り替えて前記出力部材に出力する前記動力を変速可能であり、
　前記供給手段は、前記潤滑媒体を前記作動媒体として前記油圧部に供給可能であると共
に、前記動力伝達経路切替手段が前記動力の伝達に寄与しない場合における前記油圧部の
油圧を低減可能であることを特徴とする、
　請求項１乃至請求項３のいずれか１項に記載の駆動装置。
【請求項５】
　油圧部に供給される作動媒体の油圧により作動して動力源から出力部材への動力の伝達
経路を運転状態に応じて切り替えて前記出力部材に出力する前記動力を変速可能な動力伝
達経路切替手段と、
　前記動力源の動力を利用して圧送手段により前記作動媒体を圧送し当該作動媒体を前記
油圧部に供給可能であると共に、前記動力伝達経路切替手段が前記動力の伝達に寄与しな
い場合における前記油圧部の油圧を低減可能な供給手段とを備えることを特徴とする、
　駆動装置。
【請求項６】
　前記供給手段は、前記動力伝達経路切替手段を搭載する車両に対する要求駆動力又は前
記車両の車速に基づいて前記油圧部の油圧の低減量を調節することを特徴とする、
　請求項４又は請求項５に記載の駆動装置。
【請求項７】
　前記動力源は、内燃機関と２つのモータジェネレータとを含んで構成され、前記内燃機
関及び一方の前記モータジェネレータが前記動力伝達経路切替手段を介して前記出力部材
に連結され、他方の前記モータジェネレータが前記動力伝達経路切替手段を介さずに前記
出力部材に連結され、
　前記供給手段は、前記動力源のうち前記他方のモータジェネレータによる動力のみが前
記出力部材に伝達される運転モード又は前記他方のモータジェネレータが電力の回生を行
う運転モードである際に前記油圧部の油圧を低減することを特徴とする、
　請求項４乃至請求項６のいずれか１項に記載の駆動装置。
【請求項８】
　前記供給手段は、前記油圧部の油圧を低減した状態で前記内燃機関の始動が要求される
際に、前記内燃機関の始動前に予め前記油圧部の油圧の低減量を相対的に少なくすること
を特徴とする、
　請求項７に記載の駆動装置。
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【請求項９】
　前記供給手段は、前記動力伝達経路切替手段を搭載する車両に対して、運転者から前記
動力源のうち前記他方のモータジェネレータによる動力のみが前記出力部材に伝達される
運転モードが要求された際に、前記油圧部の油圧の低減量を相対的に多くすることを特徴
とする、
　請求項７又は請求項８に記載の駆動装置。
【請求項１０】
　前記動力伝達経路切替手段は、複数の差動機構の各回転要素の連結関係を切り替えるク
ラッチ及びブレーキを含んで構成され、前記油圧部に供給される前記作動媒体の油圧によ
り前記クラッチ及び前記ブレーキの作動状態を切り替え可能であることを特徴とする、
　請求項４乃至請求項９のいずれか１項に記載の駆動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、駆動装置に関し、特に、複数の差動機構を有し動力源で発生した動力の動力
伝達経路を切り替え可能な駆動装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両には動力源で発生した動力を伝達する駆動装置が設けられており、例えば、
このような駆動装置を搭載するハイブリッド車両では、複数の出力軸を有し、走行負荷に
応じて出力軸を切り替えることで、電気パス比率を低下（言い換えれば、エンジン直行比
率を増加）させ、これにより、燃費の向上（燃料消費量の低減）を図ったハイブリッドシ
ステムが提案されている。このハイブリッド車両は、内燃機関に加えて電動機やモータジ
ェネレータを動力源として備えた車両であって、内燃機関を可及的に効率の良い状態で運
転する一方、駆動力やエンジンブレーキ力の過不足を電動機もしくはモータジェネレータ
で補い、さらには減速時にエネルギの回生をおこなうことにより、内燃機関による排気ガ
スを低減し、同時に燃費の向上を図るように構成された車両である。
【０００３】
　このような従来の駆動装置として、例えば、特許文献１に記載のハイブリッド車の駆動
装置は、複数組の差動機構からなる動力分配機構に、動力源と、出力部材と、第１モータ
ジェネレータとが連結され、さらに前記動力分配機構におけるいずれかの回転要素の回転
を選択的に阻止することにより前記動力源と出力部材との間の回転数比を前記動力源が前
記出力部材より低速で回転するオーバードライブ状態に固定するブレーキが設けられてい
る。そして、このハイブリッド車の駆動装置は、第１モータジェネレータがトルクを入出
力することにより前記回転数比を連続的に変化させる状態（無段変速状態）では、前記動
力源および第１モータジェネレータならびに出力部材の間でのトルクの伝達に複数の差動
機構が寄与しないように構成されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－３４５５２７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、上述した特許文献１に記載されているハイブリッド車の駆動装置では、第１
モータジェネレータがトルクを入出力することにより前記回転数比を連続的に変化させる
状態（無段変速状態）では、前記動力源および第１モータジェネレータならびに出力部材
の間でのトルクの伝達に複数の差動機構が寄与しないように構成することで、動力伝達効
率を向上させ、また小型化を図っているが、このような駆動装置が適用される車両におい
ては、例えば、さらなる燃費の向上が望まれており、さらなる動力損失の低減が望まれて
いた。
【０００６】
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　そこで本発明は、動力損失を低減することができる駆動装置を提供することを目的とす
る。 
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、請求項１に係る発明による駆動装置は、複数の差動機構を
含んで構成され、動力源から出力部材への動力の伝達経路を運転状態に応じて切り替え可
能な動力伝達経路切替手段と、前記動力源の動力を利用して圧送手段により潤滑媒体を圧
送し当該潤滑媒体を前記複数の差動機構に供給可能であると共に、前記複数の差動機構に
おいて伝達する前記動力が少ない前記差動機構への前記潤滑媒体の供給量を低減可能な供
給手段とを備えることを特徴とする。
【０００８】
　請求項２に係る発明による駆動装置では、前記動力の伝達に寄与しない前記差動機構を
他の前記差動機構から切り離し可能な切離手段を備えることを特徴とする。
【０００９】
　請求項３に係る発明による駆動装置では、前記供給手段は、前記切離手段により切り離
された前記動力の伝達に寄与しない前記差動機構への前記潤滑媒体の供給を遮断すること
を特徴とする。
【００１０】
　請求項４に係る発明による駆動装置では、前記動力伝達経路切替手段は、油圧部に供給
される作動媒体の油圧により作動して前記動力の伝達経路を切り替えて前記出力部材に出
力する前記動力を変速可能であり、前記供給手段は、前記潤滑媒体を前記作動媒体として
前記油圧部に供給可能であると共に、前記動力伝達経路切替手段が前記動力の伝達に寄与
しない場合における前記油圧部の油圧を低減可能であることを特徴とする。
【００１１】
　上記目的を達成するために、請求項５に係る発明による駆動装置は、油圧部に供給され
る作動媒体の油圧により作動して動力源から出力部材への動力の伝達経路を運転状態に応
じて切り替えて前記出力部材に出力する前記動力を変速可能な動力伝達経路切替手段と、
前記動力源の動力を利用して圧送手段により前記作動媒体を圧送し当該作動媒体を前記油
圧部に供給可能であると共に、前記動力伝達経路切替手段が前記動力の伝達に寄与しない
場合における前記油圧部の油圧を低減可能な供給手段とを備えることを特徴とする。
【００１２】
　請求項６に係る発明による駆動装置では、前記供給手段は、前記動力伝達経路切替手段
を搭載する車両に対する要求駆動力又は前記車両の車速に基づいて前記油圧部の油圧の低
減量を調節することを特徴とする。
【００１３】
　請求項７に係る発明による駆動装置では、前記動力源は、内燃機関と２つのモータジェ
ネレータとを含んで構成され、前記内燃機関及び一方の前記モータジェネレータが前記動
力伝達経路切替手段を介して前記出力部材に連結され、他方の前記モータジェネレータが
前記動力伝達経路切替手段を介さずに前記出力部材に連結され、前記供給手段は、前記動
力源のうち前記他方のモータジェネレータによる動力のみが前記出力部材に伝達される運
転モード又は前記他方のモータジェネレータが電力の回生を行う運転モードである際に前
記油圧部の油圧を低減することを特徴とする。
【００１４】
　請求項８に係る発明による駆動装置では、前記供給手段は、前記油圧部の油圧を低減し
た状態で前記内燃機関の始動が要求される際に、前記内燃機関の始動前に予め前記油圧部
の油圧の低減量を相対的に少なくすることを特徴とする。
【００１５】
　請求項９に係る発明による駆動装置では、前記供給手段は、前記動力伝達経路切替手段
を搭載する車両に対して、運転者から前記動力源のうち前記他方のモータジェネレータに
よる動力のみが前記出力部材に伝達される運転モードが要求された際に、前記油圧部の油
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圧の低減量を相対的に多くすることを特徴とする。
【００１６】
　請求項１０に係る発明による駆動装置では、前記動力伝達経路切替手段は、複数の差動
機構の各回転要素の連結関係を切り替えるクラッチ及びブレーキを含んで構成され、前記
油圧部に供給される前記作動媒体の油圧により前記クラッチ及び前記ブレーキの作動状態
を切り替え可能であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明に係る駆動装置によれば、動力源の動力を利用して圧送手段により潤滑媒体を圧
送し当該潤滑媒体を複数の差動機構に供給可能であると共に、複数の差動機構において伝
達する動力が少ない差動機構への潤滑媒体の供給量を低減可能な供給手段を備えるので、
供給手段が運転状態に応じて伝達する動力が少ない差動機構への潤滑媒体の供給量を低減
することから、動力源の動力を利用して作動する圧送手段の負荷を低減することができ、
この結果、動力損失を低減することができる。
【００１８】
　本発明に係る駆動装置によれば、動力源の動力を利用して圧送手段により作動媒体を圧
送し当該作動媒体を油圧部に供給可能であると共に、動力伝達経路切替手段が動力の伝達
に寄与しない場合における油圧部の油圧を低減可能な供給手段を備えるので、動力伝達経
路切替手段が動力の伝達に寄与しない場合における油圧部の油圧を供給手段が低減するこ
とから、動力源の動力を利用して作動する圧送手段の負荷を低減することができ、この結
果、動力損失を低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下に、本発明に係る駆動装置の実施例を図面に基づいて詳細に説明する。なお、この
実施例によりこの発明が限定されるものではない。また、下記実施例における構成要素に
は、当業者が置換可能かつ容易なもの、或いは実質的に同一のものが含まれる。
【実施例１】
【００２０】
　図１は、本発明の実施例１に係る駆動装置の概略構成図、図２は、本発明の実施例１に
係る駆動装置における各モードを設定するためのクラッチ及びブレーキの作動状態を示す
図表（作動図）、図３は、本発明の実施例１に係る駆動装置における潤滑油供給量低減制
御を説明するフローチャートである。
【００２１】
　なお、以下で説明する実施例では、本発明の駆動装置は、エンジントルクを発生する内
燃機関（ガソリンエンジン、ディーゼルエンジン、ＬＰＧエンジンなど）とモータトルク
を発生するモータなどの電動機とを組み合わせて動力源とする、いわゆるハイブリッド車
両に適用した場合を例として説明するがこれに限らない。
【００２２】
　本実施例に係る駆動装置１００は、電動機と内燃機関とを組み合わせて動力源とする、
いわゆるハイブリッド車両に搭載され、動力源で発生した動力を出力部材に伝達するもの
である。このハイブリッド車両は、内燃機関に加えて電動機やモータジェネレータを動力
源として備えた車両であって、内燃機関を可及的に効率の良い状態で運転する一方、駆動
力やエンジンブレーキ力の過不足を電動機もしくはモータジェネレータで補い、さらには
減速時にエネルギの回生をおこなうことにより、内燃機関による排気ガスを低減し、同時
に燃費の向上を図るように構成された車両である。そして、このハイブリッド車両に適用
された駆動装置１００は、複数の出力軸を有し、走行負荷などの運転状態に応じて動力伝
達経路を切り替えて出力軸を切り替えることで、電気パス比率を低下（言い換えれば、エ
ンジン直行比率を増加）させ、これにより、燃費の向上（燃料消費量の低減）を図ってい
る。
【００２３】
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　具体的には、このハイブリッド車両に適用される駆動装置１００は、図１に示すように
、ハイブリッド形式のものであって、動力源として、内燃機関としてのエンジン（ＥＮＧ
）１と、発電機能のある少なくとも二台の電動機として第１モータジェネレータ（ＭＧ１
）２、第２モータジェネレータ（ＭＧ２）３とを備えている。さらに、この駆動装置１０
０は、動力分割機構４と、入力軸５と、第１出力軸６と、第２出力軸７と、減速機構８と
、固定部９と、第３出力軸１０と、第４出力軸１１と、動力伝達経路切替手段としての変
速機構１５と、出力部材としての駆動軸１６とを備える。
【００２４】
　また、この駆動装置１００は、動力源としてのエンジン１、第１モータジェネレータ２
、第２モータジェネレータ３から駆動軸１６への動力伝達経路を切り替えるための複数の
係合機構として、第１クラッチＣ１、第２クラッチＣ２、第３クラッチＣ３、第４クラッ
チＣ４及び第５クラッチＣ５が設けられている。これらのクラッチＣ１～Ｃ５は、係合す
ることによりトルクを伝達し、かつ、解放することによりトルクを遮断する機構であり、
多板クラッチなどの摩擦式の係合機構やドグクラッチなど噛み合い式の係合機構によって
構成することができる。本図の駆動装置１００のクラッチＣ１～Ｃ５は、噛み合い式のド
グクラッチを適用した場合で図示している。したがって、駆動装置１００は、各クラッチ
Ｃ１～Ｃ５を適宜に係合・解放させることにより、多様な動力伝達状態を設定することが
できる。さらに、この駆動装置１００は、第１モータジェネレータ２の第４出力軸１１を
固定するブレーキＢ１を備えている。
【００２５】
　さらに、この駆動装置１００は、コントローラ３１と、蓄電装置３２と、制御手段とし
ての電子制御ユニット（ＥＣＵ）３３を備えている。
【００２６】
　具体的には、内燃機関としてのエンジン１は、要は、燃料を燃焼して生じる熱エネルギ
をトルクなどの機械的エネルギの形で出力する熱機関であって、ガソリンエンジンやディ
ーゼルエンジン、ＬＰＧエンジンなどがその一例である。
【００２７】
　第１モータジェネレータ２、第２モータジェネレータ３は、電力が供給されて回転する
ことによりトルクなどの機械的エネルギを出力する以外に、外力によって強制的に回転さ
せられて起電力を生じるように構成されたものであり、永久磁石式の同期電動機がその一
例である。
【００２８】
　エンジン１は、動力分割機構４に連結され、第１モータジェネレータ２、第２モータジ
ェネレータ３は、動力分割機構４に対して反力トルクを与え、あるいは出力するトルクを
アシストするように、動力分割機構４との間でトルクを伝達するようになっている。なお
、エンジン１と動力分割機構４との間に、ダンパーやトルクコンバータを介在させてもよ
い。
【００２９】
　動力分割機構４は、エンジン１が出力した動力を第１モータジェネレータ２又は第２モ
ータジェネレータ３のいずれか一方と出力側とに分割する作用をなすものであり、相互に
差動回転する少なくとも三つの回転要素を備えた差動機構によって構成することができる
。動力分割機構４をなす差動機構としては、ダブルピニオン型やシングルピニオン型の遊
星歯車機構や遊星ローラ機構を採用することができ、ここでは、ダブルピニオン型の遊星
歯車機構により構成される。
【００３０】
　すなわち、動力分割機構４は、回転要素として、サンギヤＳ４と、リングギヤＲ４と、
キャリヤＣａ４とを有する。サンギヤＳ４は、外歯歯車として構成される。リングギヤＲ
４は、サンギヤＳ４に対して同心円上に配置された内歯歯車として構成される。キャリヤ
Ｃａ４は、サンギヤＳ４に噛み合っているピニオンギヤ及びこのピニオンギヤとリングギ
ヤＲ４とに噛み合っている他のピニオンギヤを自転自在、かつ、公転自在に保持するよう
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に構成されている。動力分割機構４は、これら３つの回転要素としてのサンギヤＳ４と、
リングギヤＲ４と、キャリヤＣａ４とが相互に差動回転するように構成された差動歯車機
構である。
【００３１】
　動力分割機構４の回転要素であるリングギヤＲ４は、入力軸５を介してエンジン１が連
結されている。エンジン１からの動力は、入力軸５を介してこのリングギヤＲ４に伝達さ
れる。なお、その連結の形態は、要は、エンジン１からリングギヤＲ４に動力を伝達でき
る形態であればよいので、両者が直線連結されていてもよく、あるいは、クラッチや流体
継手などの伝動機構を介して連結されていてもよい。
【００３２】
　動力分割機構４の回転要素であるサンギヤＳ４は、第１出力軸６が一体化されており、
この第１出力軸６及び後述の第５クラッチＣ５を介して第１モータジェネレータ２又は第
２モータジェネレータ３のいずれか一方、ここでは、第１モータジェネレータ２に連結さ
れている。
【００３３】
　動力分割機構４の回転要素であるキャリヤＣａ４は、第２出力軸７が一体化されており
、この第２出力軸７を介して第１モータジェネレータ２又は第２モータジェネレータ３の
他方、ここでは、第２モータジェネレータ３との間でトルクを伝達するように構成されて
いる。
【００３４】
　第１モータジェネレータ２、第２モータジェネレータ３及び動力分割機構４は、エンジ
ン１の動力を動力分割機構４のリングギヤＲ４に入力する入力軸５と同一の軸線上に配列
されている。第２モータジェネレータ３は、動力分割機構４よりエンジン１側に配置され
ている。そして、この第２モータジェネレータ３と動力分割機構４との間には、減速機構
８が設けられている。
【００３５】
　この減速機構８は、第２モータジェネレータ３が出力したトルクを増幅して動力分割機
構４に伝達するためのものであり、したがって変速比もしくは減速比が「１」より大きい
歯車機構もしくはローラ機構などによって構成されている。ここでは、減速機構８は、入
力軸５の外周側にこの入力軸５と同一軸線上に配置されたシングルピニオン型の遊星歯車
機構によって構成される。
【００３６】
　このシングルピニオン型の遊星歯車機構の減速機構８は、回転要素として、サンギヤＳ
８と、リングギヤＲ８と、キャリヤＣａ８とを有する。サンギヤＳ８は、外歯歯車として
構成される。リングギヤＲ８は、サンギヤＳ８に対して同心円上に配置された内歯歯車と
して構成される。キャリヤＣａ８は、サンギヤＳ８とリングギヤＲ８とに噛み合っている
ピニオンギヤを自転自在、かつ、公転自在に保持するように構成されている。減速機構８
は、これら３つの回転要素としてのサンギヤＳ８と、リングギヤＲ８と、キャリヤＣａ８
とが相互に差動回転するように構成された差動歯車機構である。なお、このギヤをローラ
に置き換えた機構が遊星ローラ機構である。
【００３７】
　減速機構８の回転要素であるサンギヤＳ８は、第２モータジェネレータ３のロータ３Ｒ
に連結されている。減速機構８の回転要素であるキャリヤＣａ８は、ケーシング（不図示
）などの固定部９に連結され、固定されている。さらに、減速機構８の回転要素であるリ
ングギヤＲ８は、第２出力軸７を介して動力分割機構４のキャリヤＣａ４に連結されてい
る。したがって、減速機構８は、サンギヤＳ８が入力要素、減速機構８のキャリヤＣａ８
が固定要素、リングギヤＲ８が出力要素となっている。
【００３８】
　ここで、第２モータジェネレータ３は、ステータ３Ｓと、ロータ３Ｒを有する。ステー
タ３Ｓは、固定部９に固定される。ロータ３Ｒは、このステータ３Ｓの内周側に配置され
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、減速機構８のサンギヤＳ８に連結されている。なお、第２モータジェネレータ３は、そ
のロータ３Ｒの位相を検出して信号を出力するレゾルバーなどのセンサ（不図示）を備え
ている。
【００３９】
　したがって、減速機構８は、サンギヤＳ８の歯数とリングギヤＲ８の歯数との比である
ギヤ比を「ρ」（＜１）とすると、リングギヤＲ８がそのギヤ比ρに応じて減速されて回
転し、そのトルクは、サンギヤＳ８に入力されたトルクをギヤ比ρに応じて増大されたも
のとなる。
【００４０】
　第３出力軸１０は、動力分割機構４の中心部を貫通し、かつ、入力軸５と同一軸線上に
配置されている。この第３出力軸１０は、動力分割機構４のキャリヤＣａ４もしくは第２
出力軸７と一体化され、かつ、入力軸５の延長軸線上に配置されており、その外周側に第
１モータジェネレータ２が同一軸線上に配置されている。
【００４１】
　ここで、第１モータジェネレータ２は、ステータ２Ｓと、ロータ２Ｒを有する。ステー
タ２Ｓは、固定部９に固定される。ロータ２Ｒは、このステータ２Ｓの内周側に配置され
、第４出力軸１１と一体化して設けられている。第４出力軸１１は、第１モータジェネレ
ータ２の出力軸であり、いわゆるロータ軸である。第４出力軸１１は、上述の第１出力軸
６と同一軸線上に配置されている。そして、この第４出力軸１１と第１出力軸６との間に
は、第５クラッチＣ５が設けられている。
【００４２】
　ここで、第１出力軸６は、上述したように、動力分割機構４の回転要素であるサンギヤ
Ｓ４と一体的に構成されるものであり、動力分割機構４によって分割された動力が伝達さ
れる。そして、この第１出力軸６は、第３出力軸１０の外周側に相対回転可能に配置され
ている。第４出力軸１１は、この第１出力軸６と同一軸線上に配置されている。
【００４３】
　第５クラッチＣ５は、第４出力軸１１と第１出力軸６とを選択的に連結するものである
。ここでは、この第５クラッチＣ５は、上述したように、噛み合い式のドグクラッチを適
用した場合で図示している。すなわち、第１出力軸６と第４出力軸１１とは、互いに対向
する端部にそれぞれハブ１２、ハブ１３が一体に設けられる。このハブ１２とハブ１３と
は、軸線方向に沿って互いに隣接すると共に、それぞれ、外周面に軸線方向に沿ってスプ
ラインが形成されている。そして、第５クラッチＣ５は、このハブ１２、ハブ１３にスプ
ライン嵌合するスリーブ１４が設けられる。スリーブ１４は、アクチュエータ（不図示）
によって軸線方向に沿って往復移動可能に配置される。
【００４４】
　したがって、第５クラッチＣ５は、スリーブ１４をハブ１２とハブ１３との両方にスプ
ライン嵌合する位置、すなわち係合位置に移動させることにより、動力分割機構４のサン
ギヤＳ４と一体の第１出力軸６と、第１モータジェネレータ２のロータ２Ｒと一体の第４
出力軸１１とをトルク伝達可能に連結することができる。また、第５クラッチＣ５は、ス
リーブ１４を係合位置から軸線方向に沿って移動させて、ハブ１２又はハブ１３のいずれ
か一方のみにスプライン嵌合する解放位置に移動させることにより、動力分割機構４のサ
ンギヤＳ４と一体の第１出力軸６と、第１モータジェネレータ２のロータ２Ｒと一体の第
４出力軸１１との連結を解くことができる。
【００４５】
　なお、第５クラッチＣ５がいわゆる解放状態に制御され、動力分割機構４のサンギヤＳ
４と一体の第１出力軸６と、第１モータジェネレータ２のロータ２Ｒと一体の第４出力軸
１１とが非連結状態になっている場合には、動力分割機構４のサンギヤＳ４がいずれの部
材にも連結されていない状態、いわゆる、フリー状態となり、したがって、動力分割機構
４のリングギヤＲ４にエンジン１のトルクを入力しても、サンギヤＳ４が空転するため、
動力分割機構４のキャリヤＣａ４にエンジン１からのトルクが現れないようになっている
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。
【００４６】
　変速機構１５は、軸線方向に沿って第１モータジェネレータ２を挟んで動力分割機構４
とは反対側に同一直線上に配置されている。この変速機構１５は、駆動軸１６に出力する
動力を変速するためのものであって、入力回転数と出力回転数との比を複数に変化させる
ことができるものである。ここで、駆動軸１６は、第３出力軸１０の延長軸線上に配置さ
れている出力部材である。変速機構１５は、この駆動軸１６と動力分割機構４との間に設
けられている。すなわち、変速機構１５は、入力された動力を変速して、もしくは変速せ
ずにそのまま駆動軸１６に出力するものであり、少なくとも二つの変速状態を設定するこ
とができるように構成されている。変速機構１５は、動力分割機構４のサンギヤＳ４又は
キャリヤＣａ４のうち一方から入力された動力を変速して、もしくは変速せずに駆動軸１
６に出力する変速状態と、他方から入力された動力をそのまま、もしくは変速して駆動軸
１６に出力する変速状態とを設定できるように構成されている。
【００４７】
　具体的には、変速機構１５は、遊星歯車機構や遊星ローラ機構などの差動作用を有する
機構によって構成することができ、複数の差動機構、ここでは、２つのシングルピニオン
型の遊星歯車機構として、第１プラネタリギヤ１７と第２プラネタリギヤ１８とを有する
。さらに、この変速機構１５は、複数の変速状態あるいは入出力状態を設定するための複
数の係合機構として、第１クラッチＣ１、第２クラッチＣ２、第３クラッチＣ３、第４ク
ラッチＣ４及び上述の第５クラッチＣ５、さらに、ブレーキ機構として、ブレーキＢ１を
含んで構成される。ここでは、第１クラッチＣ１、第２クラッチＣ２、第３クラッチＣ３
及び第４クラッチＣ４は、第５クラッチＣ５と同様に、噛み合い式のドグクラッチを適用
した場合で図示している。
【００４８】
　第１プラネタリギヤ１７は、回転要素として、サンギヤＳ１７と、リングギヤＲ１７と
、キャリヤＣａ１７とを有する。サンギヤＳ１７は、外歯歯車として構成される。リング
ギヤＲ１７は、サンギヤＳ１７に対して同心円上に配置された内歯歯車として構成される
。キャリヤＣａ１７は、サンギヤＳ１７とリングギヤＲ１７とに噛み合っているピニオン
ギヤを自転自在、かつ、公転自在に保持するように構成されている。第１プラネタリギヤ
１７は、これら３つの回転要素としてのサンギヤＳ１７と、リングギヤＲ１７と、キャリ
ヤＣａ１７とが相互に差動回転するように構成された遊星（差動）歯車機構である。
【００４９】
　第１プラネタリギヤ１７の回転要素であるサンギヤＳ１７は、第３出力軸１０が一体化
されており、この第３出力軸１０を介して動力分割機構４のキャリヤＣａ４もしくは第２
出力軸７に連結されている。したがって、第１プラネタリギヤ１７は、このサンギヤＳ１
７が入力要素となっている。
【００５０】
　第１プラネタリギヤ１７の回転要素であるリングギヤＲ１７は、後述する第１クラッチ
Ｃ１を介してケーシング（不図示）などの固定部９に対して連結（固定）又は解放可能に
設けられている。
【００５１】
　第１プラネタリギヤ１７の回転要素であるキャリヤＣａ１７は、連結部材２０が一体化
されており、この連結部材２０を介して後述する第２プラネタリギヤ１８の回転要素であ
るキャリヤＣａ１８に連結されている。また、この第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣ
ａ１７は、駆動軸１６に連結されている。したがって、第１プラネタリギヤ１７は、この
キャリヤＣａ１７が出力要素となっている。
【００５２】
　第２プラネタリギヤ１８は、回転要素として、サンギヤＳ１８と、リングギヤＲ１８と
、キャリヤＣａ１８とを有する。サンギヤＳ１８は、外歯歯車として構成される。リング
ギヤＲ１８は、サンギヤＳ１８に対して同心円上に配置された内歯歯車として構成される
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。キャリヤＣａ１８は、サンギヤＳ１８とリングギヤＲ１８とに噛み合っているピニオン
ギヤを自転自在、かつ、公転自在に保持するように構成されている。第２プラネタリギヤ
１８は、これら３つの回転要素としてのサンギヤＳ１８と、リングギヤＲ１８と、キャリ
ヤＣａ１８とが相互に差動回転するように構成された差動歯車機構である。
【００５３】
　第２プラネタリギヤ１８の回転要素であるサンギヤＳ１８は、第４出力軸１１が一体化
されており、この第４出力軸１１を介して第１モータジェネレータ２のロータ２Ｒに連結
されている。したがって、第２プラネタリギヤ１８は、このサンギヤＳ１８が入力要素と
なっている。
【００５４】
　第２プラネタリギヤ１８の回転要素であるリングギヤＲ１８は、後述する第２クラッチ
Ｃ２を介してケーシング（不図示）などの固定部９に対して連結（固定）又は解放可能に
設けられている。
【００５５】
　第２プラネタリギヤ１８の回転要素であるキャリヤＣａ１８は、連結部材２０が一体化
されており、この連結部材２０を介して上述の第１プラネタリギヤ１７の回転要素である
キャリヤＣａ１７に連結されている。また、この第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣａ
１８は、連結部材２０、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７を介して駆動軸１６
に連結されている。したがって、第２プラネタリギヤ１８は、このキャリヤＣａ１８が出
力要素となっている。
【００５６】
　そして、第１クラッチＣ１は、第１プラネタリギヤ１７のリングギヤＲ１７と固定部９
とを選択的に連結するものである。第１クラッチＣ１は、円筒部２１と、ハブ２２と、ス
リーブ２３とを含んで構成される。円筒部２１は、第１プラネタリギヤ１７のリングギヤ
Ｒ１７と一体に設けられ、外周面に軸線方向に沿ってスプラインが形成されている。ハブ
２２は、固定部９に固定的に設けられ、外周面に軸線方向に沿ってスプラインが形成され
ている。スリーブ２３は、この円筒部２１とハブ２２とにスプライン嵌合する。スリーブ
２３は、アクチュエータ（不図示）によって軸線方向に沿って往復移動可能に配置される
。
【００５７】
　したがって、第１クラッチＣ１は、スリーブ２３を円筒部２１とハブ２２との両方にス
プライン嵌合する位置、すなわち係合位置に移動させることにより、第１プラネタリギヤ
１７のリングギヤＲ１７の回転を阻止することができる。また、第１クラッチＣ１は、ス
リーブ２３を係合位置から軸線方向に沿って移動させて、円筒部２１又はハブ２２のいず
れか一方のみにスプライン嵌合する解放位置に移動させることにより、第１プラネタリギ
ヤ１７のリングギヤＲ１７の固定を解くことができる。
【００５８】
　第２クラッチＣ２は、第２プラネタリギヤ１８のリングギヤＲ１８と固定部９とを選択
的に連結するものである。第２クラッチＣ２は、円筒部２４と、ハブ２５と、スリーブ２
６とを含んで構成される。円筒部２４は、第２プラネタリギヤ１８のリングギヤＲ１８と
一体に設けられ、外周面に軸線方向に沿ってスプラインが形成されている。ハブ２５は、
固定部９に固定的に設けられ、外周面に軸線方向に沿ってスプラインが形成されている。
スリーブ２６は、この円筒部２４とハブ２５とにスプライン嵌合する。スリーブ２６は、
アクチュエータ（不図示）によって軸線方向に沿って往復移動可能に配置される。
【００５９】
　したがって、第２クラッチＣ２は、スリーブ２６を円筒部２４とハブ２５との両方にス
プライン嵌合する位置、すなわち係合位置に移動させることにより、第２プラネタリギヤ
１８のリングギヤＲ１８の回転を阻止することができる。また、第２クラッチＣ２は、ス
リーブ２６を係合位置から軸線方向に沿って移動させて、円筒部２４又はハブ２５のいず
れか一方のみにスプライン嵌合する解放位置に移動させることにより、第２プラネタリギ
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ヤ１８のリングギヤＲ１８の固定を解くことができる。
【００６０】
　第３クラッチＣ３は、第１プラネタリギヤ１７のリングギヤＲ１７と、第１プラネタリ
ギヤ１７のキャリヤＣａ１７及び第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣａ１８が一体化さ
れている連結部材２０とを選択的に連結するものである。第３クラッチＣ３は、第１クラ
ッチＣ１の円筒部２１とスリーブ２３とを兼用すると共に、さらに、円筒部２７を含んで
構成される。円筒部２７は、連結部材２０と一体に設けられ、外周面に軸線方向に沿って
スプラインが形成されている。スリーブ２３は、この円筒部２７と上述の円筒部２１とに
スプライン嵌合する。
【００６１】
　したがって、第３クラッチＣ３は、スリーブ２３を円筒部２７と円筒部２１との両方に
スプライン嵌合する位置、すなわち係合位置に移動させることにより、第１プラネタリギ
ヤ１７のリングギヤＲ１７と、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７及び第２プラ
ネタリギヤ１８のキャリヤＣａ１８が一体化されている連結部材２０とをトルク伝達可能
に連結することができる。また、第３クラッチＣ３は、スリーブ２３を係合位置から軸線
方向に沿って移動させて、円筒部２７又は円筒部２１のいずれか一方のみにスプライン嵌
合する解放位置に移動させることにより、第１プラネタリギヤ１７のリングギヤＲ１７と
、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７及び第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣ
ａ１８が一体化されている連結部材２０との連結を解くことができる。
【００６２】
　第４クラッチＣ４は、第２プラネタリギヤ１８のリングギヤＲ１８と、第１プラネタリ
ギヤ１７のキャリヤＣａ１７及び第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣａ１８が一体化さ
れている連結部材２０とを選択的に連結するものである。第４クラッチＣ４は、第２クラ
ッチＣ２の円筒部２４とスリーブ２６とを兼用すると共に、さらに、第３クラッチＣ３の
円筒部２７を兼用して構成される。
【００６３】
　したがって、第４クラッチＣ４は、スリーブ２６を円筒部２４と円筒部２７との両方に
スプライン嵌合する位置、すなわち係合位置に移動させることにより、第２プラネタリギ
ヤ１８のリングギヤＲ１８と、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７及び第２プラ
ネタリギヤ１８のキャリヤＣａ１８が一体化されている連結部材２０とをトルク伝達可能
に連結することができる。また、第４クラッチＣ４は、スリーブ２６を係合位置から軸線
方向に沿って移動させて、円筒部２４又は円筒部２７のいずれか一方のみにスプライン嵌
合する解放位置に移動させることにより、第２プラネタリギヤ１８のリングギヤＲ１８と
、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７及び第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣ
ａ１８が一体化されている連結部材２０との連結を解くことができる。
【００６４】
　ここでさらに、この駆動装置１００は、上述したように、第１モータジェネレータ２の
ロータ軸である第４出力軸１１を固定するブレーキＢ１を備えている。さらに言えば、ブ
レーキＢ１は、動力分割機構４を増速機構として機能させるために動力分割機構４のサン
ギヤＳ４を選択的に固定するものである。このブレーキＢ１は、係合状態で第４出力軸１
１の回転を阻止し、解放状態で第４出力軸１１の固定を解くように構成されたブレーキ機
構であり、多板クラッチなどの摩擦式のブレーキ機構やドグクラッチなど噛み合い式のブ
レーキ機構によって構成することができる。本図の駆動装置１００のブレーキＢ１は、噛
み合い式のブレーキを適用した場合で図示している。
【００６５】
　ブレーキＢ１は、ハブ２８と、ハブ２９と、スリーブ３０とを含んで構成される。ハブ
２８は、第４出力軸１１と一体に設けられ、外周面に軸線方向に沿ってスプラインが形成
されている。ハブ２９は、固定部９に固定的に設けられ、内周面に軸線方向に沿ってスプ
ラインが形成されている。スリーブ３０は、このハブ２８とハブ２９とにスプライン嵌合
する。スリーブ３０は、アクチュエータ（不図示）によって軸線方向に沿って往復移動可
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能に配置される。
【００６６】
　したがって、ブレーキＢ１は、スリーブ３０をハブ２８とハブ２９との両方にスプライ
ン嵌合する位置、すなわち係合位置に移動させることにより、第４出力軸１１の回転を阻
止し固定することができる。このとき、上述の第５クラッチＣ５が係合状態にあることで
、動力分割機構４のサンギヤＳ４を実質的に固定することができる。また、ブレーキＢ１
は、スリーブ３０を係合位置から軸線方向に沿って移動させて、ハブ２８又はハブ２９の
いずれか一方のみにスプライン嵌合する解放位置に移動させることにより、第４出力軸１
１の固定を解くことができ、したがって、第４出力軸１１に第５クラッチＣ５を介して連
結される動力分割機構４のサンギヤＳ４の固定を解除することができる。
【００６７】
　そして、ブレーキＢ１を係合させた場合、動力分割機構４を増速機構として機能させる
ことができる。これにより、駆動軸１６の回転数を増大させる運転状態であってもエンジ
ン１の回転数を相対的に低く抑えることができる。また、動力損失の少ない走行モードの
選択の幅が広くなる。
【００６８】
　そして、上述した第１モータジェネレータ２及び第２モータジェネレータ３は、インバ
ータなどのコントローラ３１を介してバッテリーなどの蓄電装置３２に接続されており、
このコントローラ３１によって制御されて電動機あるいは発電機として動作するように構
成されている。さらに、第１モータジェネレータ２及び第２モータジェネレータ３の出力
トルクや発電量（すなわち反力トルク）の制御、各クラッチＣ１～Ｃ５及びブレーキＢ１
を動作させることによる変速状態もしくは運転モードの制御などを行うためのＥＣＵ３３
が設けられている。このＥＣＵ３３は、マイクロコンピュータを主体にして構成されたも
のであって、車速や要求駆動力、蓄電装置３２の充電量ＳＯＣ（Ｓｔａｔｅ　ｏｆ　Ｃｈ
ａｒｇｅ、蓄電状態）などの入力データおよび予め記憶しているデータを利用して演算を
行い、その演算の結果を第１モータジェネレータ２及び第２モータジェネレータ３を制御
するための指令信号としてコントローラ３１に出力するように構成されている。また、Ｅ
ＣＵ３３は、いずれかのクラッチＣ１～Ｃ５もしくはブレーキＢ１を動作させて所定の運
転モードあるいは変速段を設定する指令信号を出力するように構成されている。
【００６９】
　上記のように構成される駆動装置１００は、車両に搭載され、変速機構１５の第１クラ
ッチＣ１、第２クラッチＣ２、第３クラッチＣ３、第４クラッチＣ４及び第５クラッチＣ
５やブレーキＢ１の作動状態を適宜切り替えることで、動力源としてのエンジン１、第１
モータジェネレータ２、第２モータジェネレータ３から駆動軸１６への動力伝達経路を切
り替えて出力軸を切り替えることができ、これにより、各種の運転モードあるいは変速段
を設定することができる。図２は、各クラッチＣ１～Ｃ５及びブレーキＢ１の作動状態と
、それに応じて設定される運転モードあるいは変速段をまとめて例示している。図２にお
いて、各クラッチＣ１～Ｃ５及びブレーキＢ１についての「○」印はトルクを伝達するよ
うに係合している係合状態であることを示し、「×」印はトルクの伝達を遮断するように
解放している解放状態であることを示している。そして、図２において、「ＥＶ走行」モ
ードは、エンジン１が動力を出力せずに第１モータジェネレータ２又は第２モータジェネ
レータ３が出力する動力で走行するモード、「非ＥＶ走行」モードは、少なくともエンジ
ン１が出力する動力も利用して車両が走行するモードであることを示している。そして、
駆動装置１００は、各クラッチＣ１～Ｃ５及びブレーキＢ１の作動状態に応じて、「ＥＶ
走行」モード及び「非ＥＶ走行」モードにおいて、それぞれ、「１速」モード、「１－２
速」モード、「２速」モード、「２－３速」モード、「３速」モード、「３－４速」モー
ド及び「３速ｌｏｃｋ」モードに設定することができる。
【００７０】
　そして、駆動装置１００は、「ＥＶ走行」モード及び「非ＥＶ走行」モードにおける「
１速」モード、「３速」モード及び「３速ｌｏｃｋ」モードでは、第３出力軸１０、第１
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プラネタリギヤ１７のサンギヤＳ１７、キャリヤＣａ１７を介して駆動軸１６に動力が伝
達され出力される。また、駆動装置１００は、「ＥＶ走行」モード及び「非ＥＶ走行」モ
ードにおける「２速」モードでは、第４出力軸１１、第２プラネタリギヤ１８のサンギヤ
Ｓ１８、キャリヤＣａ１８、連結部材２０、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７
を介して駆動軸１６に動力が伝達され出力される。さらに、駆動装置１００は、「ＥＶ走
行」モード及び「非ＥＶ走行」モードにおける「１－２速」モード、「２－３速」モード
及び「３－４速」モードでは、第３出力軸１０及び第４出力軸１１の両方を介して駆動軸
１６に動力が伝達され出力される。
【００７１】
　ここで、この駆動装置１００は、図１に示すように、さらに、動力分割機構４、減速機
構８や変速機構１５の第１プラネタリギヤ１７、第２プラネタリギヤ１８などの装置各部
に潤滑媒体としての潤滑油を供給する供給手段としての潤滑油供給装置３４を備える。こ
の潤滑油供給装置３４は、潤滑油を動力分割機構４、減速機構８や変速機構１５の第１プ
ラネタリギヤ１７、第２プラネタリギヤ１８などの装置各部に供給する油路３５と、この
油路３５に接続され、貯留部（不図示）に貯留される潤滑油を吸入、加圧、吐出し圧送す
る圧送手段としてのオイルポンプ３６と、動力分割機構４、減速機構８や変速機構１５の
第１プラネタリギヤ１７、第２プラネタリギヤ１８に潤滑油を供給するための油路にそれ
ぞれ設けられる流量制御弁３７、３８、３９、４０を含んで構成される。
【００７２】
　オイルポンプ３６は、動力源の動力を利用して駆動するものであり、エンジン１のクラ
ンクシャフト（不図示）に連動して駆動する機械式ポンプや第１モータジェネレータ２、
第２モータジェネレータ３で発電される電力により駆動する電動式ポンプを適用すること
ができる。流量制御弁３７は、減速機構８に潤滑油を供給する分岐油路３７ａに設けられ
、流量制御弁３８は、動力分割機構４に潤滑油を供給する分岐油路３８ａに設けられ、流
量制御弁３９は、第２プラネタリギヤ１８に潤滑油を供給する分岐油路３９ａに設けられ
、流量制御弁４０は、第１プラネタリギヤ１７に潤滑油を供給する分岐油路４０ａに設け
られる。流量制御弁３７、３８、３９、４０は、各分岐油路３７ａ、３８ａ、３９ａ、４
０ａを開閉し油路開度を調節することで、動力分割機構４、減速機構８や変速機構１５の
第１プラネタリギヤ１７、第２プラネタリギヤ１８に供給される潤滑油の流量をそれぞれ
調節し供給量を調節することができる。そして、このオイルポンプ３６、流量制御弁３７
、３８、３９、４０は、上述のＥＣＵ３３に電気的に接続されており、その駆動が制御さ
れている。したがって、潤滑油供給装置３４は、動力源の動力を利用してオイルポンプ３
６により潤滑油を圧送して、この潤滑油を減速機構８や変速機構１５の第１プラネタリギ
ヤ１７、第２プラネタリギヤ１８などの装置各部に供給することができる。
【００７３】
　ところで、この駆動装置１００は、例えば、第３出力軸１０及び第１プラネタリギヤ１
７と、第４出力軸１１及び第２プラネタリギヤ１８との関係において、いずれか一方のみ
を出力側としてトルク（動力）を伝達する場合、他方は非出力側となりトルクの伝達に実
質的には寄与しない。このとき、トルク伝達に寄与しない第１プラネタリギヤ１７又は第
２プラネタリギヤ１８に対する潤滑油の必要供給量は、トルク伝達に寄与している際と比
較して相対的に少量でも十分であるにもかかわらず、トルク伝達に寄与している際と同様
の潤滑油供給量とすると、その分、オイルポンプ３６に余分な負荷が作用し本来必要のな
いオイルポンプ損失が発生するおそれがあり、この結果、燃費の向上が抑制されるおそれ
がある。
【００７４】
　そこで、本実施例の駆動装置１００は、この潤滑油供給装置３４が運転モードなどに応
じて第１プラネタリギヤ１７と第２プラネタリギヤ１８とにおいて伝達する動力が少ない
第１プラネタリギヤ１７、第２プラネタリギヤ１８への潤滑油の供給量を低減することで
、動力源の動力を利用して作動するオイルポンプ３６の負荷を低減し、これにより、オイ
ルポンプ損失を低減し、さらなる動力損失の低減を図り、さらなる燃費の向上を図ってい
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る。
【００７５】
　例えば、駆動装置１００は、図２で示した「ＥＶ走行」モードの「１速」モードの場合
、第１クラッチＣ１を係合状態とし、第２クラッチＣ２、第３クラッチＣ３、第４クラッ
チＣ４、第５クラッチＣ５及びブレーキＢ１を解放状態とする。すなわち、この駆動装置
１００は、「ＥＶ走行」モードの「１速」モードの場合、第５クラッチＣ５及びブレーキ
Ｂ１が解放状態とされることで、第１モータジェネレータ２がいわゆるフリー状態となり
、第２モータジェネレータ３で発生する動力が出力側としての第３出力軸１０、第１プラ
ネタリギヤ１７のサンギヤＳ１７、キャリヤＣａ１７を介して駆動軸１６に伝達され出力
される。このとき、非出力側の第２プラネタリギヤ１８は、キャリヤＣａ１８が連結部材
２０を介して第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７に連結されていることから、第
１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７の回転に伴って従動するようにして回転してい
るものの、サンギヤＳ１８とキャリヤＣａ１８、リングギヤＲ１８とキャリヤＣａ１８と
の間で実質的に伝達されるトルク（動力）は大幅に低下する。このため、この第２プラネ
タリギヤ１８への潤滑油の供給量は、この第２プラネタリギヤ１８がトルク伝達に寄与し
ている際と比較して大幅に低減することができる。したがって、駆動装置１００は、運転
モードが「ＥＶ走行」モードの「１速」モードの場合、ＥＣＵ３３により供給量低減手段
としての流量制御弁３９の駆動を制御し分岐油路３９ａの開度を相対的に小さくして、第
２プラネタリギヤ１８への潤滑油の供給量を低減することで、オイルポンプ３６の負荷を
低減することができ、これにより、オイルポンプ損失を低減することができ、動力損失を
低減することができる。
【００７６】
　同様に、駆動装置１００は、図２で示した「非ＥＶ走行」モードの「１速」モード、「
ＥＶ走行」モード及び「非ＥＶ走行」モードにおける「３速」モード及び「３速ｌｏｃｋ
」モードでは、出力側として、第３出力軸１０、第１プラネタリギヤ１７のサンギヤＳ１
７、キャリヤＣａ１７を介して駆動軸１６に動力が伝達され出力される。このとき、非出
力側の第２プラネタリギヤ１８は、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７の回転に
伴って従動するようにして回転しているものの、サンギヤＳ１８とキャリヤＣａ１８、リ
ングギヤＲ１８とキャリヤＣａ１８との間で実質的に伝達されるトルク（動力）は大幅に
低下する。したがって、駆動装置１００は、ＥＣＵ３３により流量制御弁３９の駆動を制
御し分岐油路３９ａの開度を相対的に小さくして、第２プラネタリギヤ１８への潤滑油の
供給量を低減することで、オイルポンプ３６の負荷を低減することができる。
【００７７】
　一方、駆動装置１００は、図２で示した「ＥＶ走行」モード及び「非ＥＶ走行」モード
における「２速」モードでは、出力側として、第４出力軸１１、第２プラネタリギヤ１８
のサンギヤＳ１８、キャリヤＣａ１８、連結部材２０、第１プラネタリギヤ１７のキャリ
ヤＣａ１７を介して駆動軸１６に動力が伝達され出力される。このとき、非出力側の第３
出力軸１０、第１プラネタリギヤ１７は、キャリヤＣａ１７が第２プラネタリギヤ１８の
キャリヤＣａ１８の回転に伴って従動するようにして回転しているものの、サンギヤＳ１
７とキャリヤＣａ１７、リングギヤＲ１７とキャリヤＣａ１７との間で実質的に伝達され
るトルク（動力）は大幅に低下する。したがって、駆動装置１００は、運転モードが「Ｅ
Ｖ走行」モード及び「非ＥＶ走行」モードにおける「２速」モードの場合、ＥＣＵ３３に
より供給量低減手段としての流量制御弁４０の駆動を制御し分岐油路４０ａの開度を相対
的に小さくして、第１プラネタリギヤ１７への潤滑油の供給量を低減することで、オイル
ポンプ３６の負荷を低減することができ、これにより、オイルポンプ損失を低減すること
ができ、動力損失を低減することができる。
【００７８】
　なお、駆動装置１００は、図２で示した「ＥＶ走行」モード及び「非ＥＶ走行」モード
における「１－２速」モード、「２－３速」モード及び「３－４速」モードでは、出力側
として、第３出力軸１０及び第４出力軸１１の両方を介して駆動軸１６に動力が伝達され
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出力される。この場合、第１プラネタリギヤ１７と第２プラネタリギヤ１８とのそれぞれ
に作用するトルクは、第１プラネタリギヤ１７又は第２プラネタリギヤ１８が非出力側に
なる場合と比較すると大きいものの、それぞれが単独で出力側となる場合と比較すると相
対的に小さくなる。したがって、駆動装置１００は、運転モードが「ＥＶ走行」モード及
び「非ＥＶ走行」モードにおける「１－２速」モード、「２－３速」モード及び「３－４
速」モードの場合、ＥＣＵ３３により第１プラネタリギヤ１７及び第２プラネタリギヤ１
８へのトルク配分に応じて流量制御弁３９及び流量制御弁４０の駆動を制御し分岐油路３
９ａ及び分岐油路４０ａの開度を相対的に小さくして、第１プラネタリギヤ１７、第２プ
ラネタリギヤ１８への潤滑油の供給量を低減することで、オイルポンプ３６の負荷を低減
することができ、これにより、オイルポンプ損失を低減することができ、動力損失を低減
することができる。すなわち、駆動装置１００は、第１プラネタリギヤ１７及び第２プラ
ネタリギヤ１８へのトルク配分に応じて第１プラネタリギヤ１７及び第２プラネタリギヤ
１８への潤滑油の供給量を適正に設定することでオイルポンプ３６の負荷を低減すること
ができる。
【００７９】
　次に、図３のフローチャートを参照して、本実施例に係る駆動装置１００における潤滑
油供給量低減制御を説明する。
【００８０】
　まず、ＥＣＵ３３は、変速機構１５の第１クラッチＣ１、第２クラッチＣ２、第３クラ
ッチＣ３、第４クラッチＣ４、第５クラッチＣ５及びブレーキＢ１の作動状態に基づいて
現在の運転モードを判定し動力伝達の状態を判定する（Ｓ１００）。すなわち、ＥＣＵ３
３は、現在の運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モードにおける「１速
」モード、「３速」モード、「３速ｌｏｃｋ」モードのいずれかであると判定した場合、
動力が第３出力軸１０（第１プラネタリギヤ１７）側から出力されていると判定し、「Ｅ
Ｖ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モードにおける「２速」モードであると判定した場合
、動力が第４出力軸１１（第２プラネタリギヤ１８）側から出力されていると判定し、「
ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モードにおける「１－２速」モード、「２－３速」
モード、「３－４速」モードのいずれかであると判定した場合、動力が第３出力軸１０と
第４出力軸１１との両方から出力されていると判定する。
【００８１】
　そして、ＥＣＵ３３は、現在の運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モ
ードにおける「１速」モード、「３速」モード、「３速ｌｏｃｋ」モードのいずれかであ
ると判定し、動力が第３出力軸１０（第１プラネタリギヤ１７）側から出力されていると
判定した場合（Ｓ１００：第３出力軸側）、流量制御弁３９の駆動を制御し分岐油路３９
ａの開度を相対的に小さくして、第２プラネタリギヤ１８への潤滑油の供給量を低減する
（Ｓ１０２）。なお、ここでは、このＳ１０２の前に既に第２プラネタリギヤ１８への潤
滑油の供給量が低減されていた場合には、その低減されていた供給量を維持すればよい。
次に説明するＳ１０４、Ｓ１０６の場合も同様である。
【００８２】
　ＥＣＵ３３は、現在の運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モードにお
ける「２速」モードであると判定し、動力が第４出力軸１１（第２プラネタリギヤ１８）
側から出力されていると判定した場合（Ｓ１００：第４出力軸側）、流量制御弁４０の駆
動を制御し分岐油路４０ａの開度を相対的に小さくして、第１プラネタリギヤ１７への潤
滑油の供給量を低減する（Ｓ１０４）。
【００８３】
　ＥＣＵ３３は、現在の運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モードにお
ける「１－２速」モード、「２－３速」モード、「３－４速」モードのいずれかであると
判定し、動力が第３出力軸１０と第４出力軸１１との両方から出力されていると判定した
場合（Ｓ１００：第３出力軸と第４出力軸の両方）、第１プラネタリギヤ１７及び第２プ
ラネタリギヤ１８へのトルク配分に応じて流量制御弁３９及び流量制御弁４０の駆動を制
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御し分岐油路３９ａ及び分岐油路４０ａの開度を相対的に小さくして、第１プラネタリギ
ヤ１７、第２プラネタリギヤ１８への潤滑油の供給量を低減する（Ｓ１０６）。
【００８４】
　そして、ＥＣＵ３３は、Ｓ１０２、Ｓ１０４又はＳ１０６にて低減された潤滑油の供給
量に応じてオイルポンプ３６への出力指令値を低減し、オイルポンプ３６の負荷を低減し
て（Ｓ１０８）、この制御を終了する。なお、ここでは、このＳ１０８の前に既にオイル
ポンプ３６への出力指令値が低減されていた場合には、その低減されていた出力指令値を
維持すればよい。
【００８５】
　以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置１００によれば、複数の差動機構として
の第１プラネタリギヤ１７、第２プラネタリギヤ１８を含んで構成され、動力源としての
エンジン１、第１モータジェネレータ２、第２モータジェネレータ３から駆動軸１６への
動力の伝達経路を運転状態に応じて切り替え可能な変速機構１５と、動力源の動力を利用
してオイルポンプ３６により潤滑油を圧送しこの潤滑油を複数の第１プラネタリギヤ１７
、第２プラネタリギヤ１８に供給可能であると共に、第１プラネタリギヤ１７、第２プラ
ネタリギヤ１８において伝達する動力が少ない第１プラネタリギヤ１７、第２プラネタリ
ギヤ１８への潤滑油の供給量を低減可能な潤滑油供給装置３４とを備える。
【００８６】
　したがって、潤滑油供給装置３４が運転モードに応じて第１プラネタリギヤ１７と第２
プラネタリギヤ１８とにおいて伝達する動力が少ない第１プラネタリギヤ１７、第２プラ
ネタリギヤ１８への潤滑油の供給量を低減することから、動力源の動力を利用して作動す
るオイルポンプ３６の負荷を低減することができ、これにより、オイルポンプ損失を低減
することができる。この結果、動力損失を低減することができ、さらなる燃費の向上を図
ることができる。
【実施例２】
【００８７】
　図４は、本発明の実施例２に係る駆動装置の概略構成図、図５は、本発明の実施例２に
係る駆動装置における各モードを設定するためのクラッチ及びブレーキの作動状態を示す
図表（作動図）、図６は、本発明の実施例２に係る駆動装置における潤滑油供給量低減制
御を説明するフローチャートである。実施例２に係る駆動装置は、実施例１に係る駆動装
置と略同様の構成であるが、切離手段を有する点で実施例１に係る駆動装置とは異なる。
その他、上述した実施例と共通する構成、作用、効果については、重複した説明はできる
だけ省略するとともに、同一の符号を付す。
【００８８】
　以上で説明した実施例１の駆動装置１００（図１参照）では、例えば、非出力側の第２
プラネタリギヤ１８が実質的にトルク伝達に寄与していない場合でも、キャリヤＣａ１８
が連結部材２０を介して第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７に連結されているこ
とから、このキャリヤＣａ１８は、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７の回転に
伴って従動するようにして回転している。このため、駆動装置１００では、第２プラネタ
リギヤ１８が実質的にトルク伝達に寄与していない場合でも、トルク伝達に実質的に寄与
しない第２プラネタリギヤ１８に対しても最低限の潤滑油供給量は必要であり、その分、
オイルポンプ３６に負荷が作用することでオイルポンプ損失が発生するおそれがあり、こ
の結果、燃費の向上が抑制されるおそれがある。
【００８９】
　そこで、本実施例の駆動装置２００は、図４に示すように、変速機構１５が切離手段と
しての切り離しクラッチ、ここでは、第６クラッチＣ６を有することで、さらなるオイル
ポンプ３６の負荷の低減を図り、動力損失の低減、燃費の向上を図っている。 
【００９０】
　第６クラッチＣ６は、動力の伝達に寄与しない差動機構としての第２プラネタリギヤ１
８を他の差動機構としての第１プラネタリギヤ１７から切り離し可能なものであり、ここ
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では、分割された連結部材２０の一方と他方とを選択的に連結するものである。ここで、
分割された連結部材２０の一方には第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７が連結さ
れ、他方には第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣａ１８が連結されている。
【００９１】
　ここでは、第６クラッチＣ６は、第５クラッチＣ５などと同様に噛み合い式のドグクラ
ッチを適用した場合で図示している。すなわち、第６クラッチＣ６は、ハブ２４１と、ハ
ブ２４２と、スリーブ２４３とを含んで構成される。ハブ２４１とハブ２４２とは、分割
された一方の連結部材２０と他方の連結部材２０との互いに対向する端部にそれぞれ一体
に設けられる。このハブ２４１とハブ２４２とは、軸線方向に沿って互いに隣接すると共
に、それぞれ、外周面に軸線方向に沿ってスプラインが形成されている。スリーブ２４３
は、このハブ２４１、ハブ２４２にスプライン嵌合し、アクチュエータ（不図示）によっ
て軸線方向に沿って往復移動可能に配置される。
【００９２】
　したがって、第６クラッチＣ６は、スリーブ２４３をハブ２４１とハブ２４２との両方
にスプライン嵌合する位置、すなわち係合位置に移動させることにより、キャリヤＣａ１
７が連結された連結部材２０とキャリヤＣａ１８が連結された連結部材２０とをトルク伝
達可能に連結することができる。また、第６クラッチＣ６は、スリーブ２４３を係合位置
から軸線方向に沿って移動させて、ハブ２４１又はハブ２４２のいずれか一方のみにスプ
ライン嵌合する解放位置に移動させることにより、キャリヤＣａ１７が連結された連結部
材２０とキャリヤＣａ１８が連結された連結部材２０との連結を解くことができる。
【００９３】
　上記のように構成される駆動装置２００は、変速機構１５の第１クラッチＣ１、第２ク
ラッチＣ２、第３クラッチＣ３、第４クラッチＣ４、第５クラッチＣ５、第６クラッチＣ
６及びブレーキＢ１の作動状態を適宜切り替えることで、動力源としてのエンジン１、第
１モータジェネレータ２、第２モータジェネレータ３から駆動軸１６への動力伝達経路を
切り替えて出力軸を切り替えることができ、これにより、各種の運転モードあるいは変速
段を設定することができる。図５は、各クラッチＣ１～Ｃ６及びブレーキＢ１の作動状態
と、それに応じて設定される運転モードあるいは変速段をまとめて例示している。
【００９４】
　ここで、駆動装置２００は、運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モー
ドにおける「１速」モード、「３速」モード及び「３速ｌｏｃｋ」モードのいずれかであ
る場合、第３出力軸１０、第１プラネタリギヤ１７のサンギヤＳ１７、キャリヤＣａ１７
を介して駆動軸１６に動力が伝達され出力される。このとき、非出力側の第２プラネタリ
ギヤ１８は、サンギヤＳ１８とキャリヤＣａ１８、リングギヤＲ１８とキャリヤＣａ１８
との間で実質的に伝達されるトルク（動力）が大幅に低下する。
【００９５】
　そして、駆動装置２００は、運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モー
ドにおける「１速」モード、「３速」モード及び「３速ｌｏｃｋ」モードのいずれかであ
る場合、さらに、第６クラッチＣ６を解放状態にする。これにより、第２プラネタリギヤ
１８のキャリヤＣａ１８に連結された連結部材２０がキャリヤＣａ１７に連結された連結
部材２０から解放され非連結となることから、この第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣ
ａ１８は、第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７の回転に伴って従動するようにし
て回転することが防止される。すなわち、この場合、第２プラネタリギヤ１８のキャリヤ
Ｃａ１８は、トルク伝達に寄与せず、かつ、回転もしない。
【００９６】
　この結果、駆動装置２００は、運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非ＥＶ走行」モ
ードにおける「１速」モード、「３速」モード及び「３速ｌｏｃｋ」モードのいずれかで
ある場合、さらに、第６クラッチＣ６を解放状態にすることで、第２プラネタリギヤ１８
をトルク伝達に寄与させず、かつ、回転もさせないようにすることができるので、トルク
伝達に実質的に寄与しない第２プラネタリギヤ１８に対して最低限の潤滑油も供給する必
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要がない。したがって、駆動装置２００は、運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「非Ｅ
Ｖ走行」モードにおける「１速」モード、「３速」モード及び「３速ｌｏｃｋ」モードの
いずれかである場合、ＥＣＵ３３により第６クラッチＣ６を解放状態に制御し、流量制御
弁３９の駆動を制御し分岐油路３９ａを遮断して全閉とし、第６クラッチＣ６により第１
プラネタリギヤ１７から切り離された第２プラネタリギヤ１８への潤滑油の供給を遮断す
る。これにより、オイルポンプ３６の負荷をさらに低減することができ、この結果、オイ
ルポンプ損失を低減することができ、さらなる動力損失の低減を図ることができる。
【００９７】
　また、この駆動装置２００は、上述のように、第６クラッチＣ６を解放状態にすること
で、第２プラネタリギヤ１８をトルク伝達に寄与させず、かつ、回転もさせないようにす
ることができることで、第２プラネタリギヤ１８のキャリヤＣａ１８が第１プラネタリギ
ヤ１７のキャリヤＣａ１７の回転に伴って回転して第１プラネタリギヤ１７の回転に対し
て抵抗として作用することを防止することができる。これにより、第２プラネタリギヤ１
８のキャリヤＣａ１８が第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７の回転に伴って回転
することによる動力損失も防止することができる。
【００９８】
　次に、図６のフローチャートを参照して、本実施例に係る駆動装置２００における潤滑
油供給量低減制御を説明する。なお、ここでも図３での潤滑油供給量低減制御の説明と重
複する記載はできるだけ省略する。すなわち、図６に示す潤滑油供給量低減制御のＳ１０
０、Ｓ１０４乃至Ｓ１０８は、図３で説明した潤滑油供給量低減制御のＳ１００、Ｓ１０
４乃至Ｓ１０８と同様の処理である。
【００９９】
　駆動装置２００のＥＣＵ３３は、Ｓ１００にて、現在の運転モードが「ＥＶ走行」モー
ド又は「非ＥＶ走行」モードにおける「１速」モード、「３速」モード、「３速ｌｏｃｋ
」モードのいずれかであると判定し、動力が第３出力軸１０（第１プラネタリギヤ１７）
側から出力されていると判定した場合（Ｓ１００：第３出力軸側）、第２プラネタリギヤ
１８のキャリヤＣａ１８と第１プラネタリギヤ１７のキャリヤＣａ１７との切り離しクラ
ッチである第６クラッチＣ６を解放状態にする（Ｓ２０１）。その後、ＥＣＵ３３は、流
量制御弁３９の駆動を制御し分岐油路３９ａを遮断して全閉とし、第２プラネタリギヤ１
８への潤滑油の供給を遮断し（Ｓ２０２）、その後の処理を実行する。
【０１００】
　以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置２００によれば、潤滑油供給装置３４が
運転モードに応じて第１プラネタリギヤ１７と第２プラネタリギヤ１８とにおいて伝達す
る動力が少ない第１プラネタリギヤ１７、第２プラネタリギヤ１８への潤滑油の供給量を
低減することから、動力源の動力を利用して作動するオイルポンプ３６の負荷を低減する
ことができ、これにより、オイルポンプ損失を低減することができる。この結果、動力損
失を低減することができ、さらなる燃費の向上を図ることができる。
【０１０１】
　さらに、以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置２００によれば、動力の伝達に
寄与しない差動機構としての第２プラネタリギヤ１８を他の差動機構としての第１プラネ
タリギヤ１７から切り離し可能な第６クラッチＣ６を備える。したがって、運転状態に応
じて第６クラッチＣ６により動力の伝達に寄与しない第２プラネタリギヤ１８を第１プラ
ネタリギヤ１７から切り離すことで、第２プラネタリギヤ１８をトルク伝達に寄与させず
、かつ、回転もさせないようにすることができるので、第２プラネタリギヤ１８が第１プ
ラネタリギヤ１７の回転に対して抵抗として作用することを防止することができ、これに
より、動力の伝達に寄与しない第２プラネタリギヤ１８における動力損失を防止すること
ができる。
【０１０２】
　さらに、以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置２００によれば、潤滑油供給装
置３４は、第６クラッチＣ６により切り離された動力の伝達に寄与しない差動機構として
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の第２プラネタリギヤ１８への潤滑油の供給を遮断する。したがって、オイルポンプ３６
の負荷をさらに低減することができ、オイルポンプ損失をさらに低減することができる。
この結果、さらなる動力損失の低減を図ることができ、さらなる燃費の向上を実現するこ
とができる。
【０１０３】
　なお、上述した実施例１の駆動装置１００であれば、例えば、実施例２の切離手段とし
ての第６クラッチＣ６を備えていないことから、実施例２の駆動装置２００と比較して装
置の大型化や製造コストの増加を抑制することができる。
【実施例３】
【０１０４】
　図７は、本発明の実施例３に係る駆動装置が適用された車両の概略構成図、図８は、本
発明の実施例３に係る駆動装置の第１モータジェネレータ、動力分割機構、変速機構及び
出力部を含む断面図、図９は、本発明の実施例３に係る駆動装置の第２モータジェネレー
タ及び出力部を含む断面図、図１０は、本発明の実施例３に係る駆動装置において図８の
矢印Ａ方向から見た主要構成要素の配置を説明する図、図１１は、本発明の実施例３に係
る駆動装置における各変速段を設定するためのクラッチ及びブレーキの作動状態を示す図
表（作動図）、図１２、本発明の実施例３に係る駆動装置における油圧低減量制御の一例
を説明するフローチャートである。
【０１０５】
　実施例３に係る駆動装置は、実施例１に係る駆動装置と略同様の構成であるが、動力伝
達経路切替手段の構成が異なり運転状態に応じて動力伝達経路切替手段の油圧部に供給さ
れる油圧を低減する点で実施例１に係る駆動装置とは異なる。その他、上述した実施例と
共通する構成、作用、効果については、重複した説明はできるだけ省略するとともに、同
一の符号を付す。
【０１０６】
　図７、図８、図９に示すように、本実施例に係る駆動装置３００は、電動機と内燃機関
とを組み合わせて動力源とする、いわゆるハイブリッド車両３００Ａに搭載され、動力源
で発生した動力を出力部材に伝達するものである。なお、本実施例のハイブリッド車両３
００Ａは、内燃機関と駆動輪とが車両前部に位置するいわゆるＦＦの駆動形式となってい
るがこれに限らない。
【０１０７】
　具体的には、このハイブリッド車両３００Ａに適用される駆動装置３００は、ハイブリ
ッド形式のものであって、動力源として、内燃機関としてのエンジン（ＥＮＧ）３０１と
、発電機能のある少なくとも二台の電動機として第１モータジェネレータ（ＭＧ１）３０
２、第２モータジェネレータ（ＭＧ２）３０３とを備えている。さらに、この駆動装置３
００は、エンジン３０１と及び第１モータジェネレータ３０２がそれぞれ連結された動力
分割機構３０４と、動力分割機構３０４からの動力が伝達される中間回転部材としての中
間軸３０５と、中間軸３０５の回転を変速する動力伝達経路切替手段としての変速機構３
０６と、変速機構３０６又は第２モータジェネレータ３０３から出力された動力を駆動輪
３０８に伝達するための出力部３０７とを備える。さらに、この駆動装置３００は、上述
の駆動装置１００（図１参照）と同様に、コントローラ３１と、蓄電装置３２と、制御手
段としての電子制御ユニット（ＥＣＵ）３３とを備える。
【０１０８】
　この駆動装置３００は、動力源としてのエンジン３０１、第１モータジェネレータ３０
２、第２モータジェネレータ３０３から後述する出力部３０７の出力部材としてのカウン
タドリブンギヤ３２０への動力伝達経路を切り替えるための複数の係合機構として、第１
クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１及び第２ブレーキＢ３
０２が設けられている。したがって、駆動装置３００は、これらの第１クラッチＣ３０１
、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１及び第２ブレーキＢ３０２を適宜に係合
・解放させることにより、多様な動力伝達状態を設定することができる。
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【０１０９】
　本実施形態の駆動装置３００は、エンジン３０１及び一方のモータジェネレータとして
の第１モータジェネレータ３０２が変速機構３０６を介して出力部材としてのカウンタド
リブンギヤ３２０に連結される一方、他方のモータジェネレータとしての第２モータジェ
ネレータ３０３が変速機構３０６を介さずに直接的に出力部材としてのカウンタドリブン
ギヤ３２０に連結される。
【０１１０】
　エンジン３０１は、上記で説明したエンジン１（図１参照）と同様に、燃料を燃焼して
生じる熱エネルギをトルクなどの機械的エネルギの形で出力する熱機関である。第１モー
タジェネレータ３０２、第２モータジェネレータ３０３は、上記で説明した第１モータジ
ェネレータ２、第２モータジェネレータ３（図１参照）と同様に、電力が供給されて回転
することによりトルクなどの機械的エネルギを出力する以外に、外力によって強制的に回
転させられて起電力を生じるように構成されたものである。第１モータジェネレータ３０
２は、ステータ３０２Ｓと、ロータ３０２Ｒを有する（図８参照）。ステータ３０２Ｓは
、ケーシングなどの固定部３１０に固定される。ロータ３０２Ｒは、ステータ３０２Ｓの
内周側にこのステータ３０２Ｓと同軸に配置されている。ロータ３０２Ｒは、後述する動
力分割機構３０４のサンギヤＳ３０４に連結されたロータ軸３０２Ａｘ（第１モータジェ
ネレータ３０２の出力軸）に設けられている。第２モータジェネレータ３０３は、ステー
タ３０３Ｓと、ロータ３０３Ｒを有する（図９参照）。ステータ３０３Ｓは、ケーシング
などの固定部３１０に固定される。ロータ３０３Ｒは、ステータ３０３Ｓの内周側にこの
ステータ３０３Ｓと同軸に配置されている。ロータ３０３Ｒは、後述する出力部３０７の
第２ドライブギヤ３１９に連結されたロータ軸３０３Ａｘ（第２モータジェネレータ３０
３の出力軸）に設けられている。
【０１１１】
　ここで、本実施例の駆動装置３００は、第１モータジェネレータ３０２、動力分割機構
３０４及び変速機構３０６の回転軸線が共通の第１軸線Ａｘ１上に配置されている（図１
０も参照）。一方、駆動装置３００は、第２モータジェネレータ３０３の回転軸線が第１
軸線Ａｘ１とは異なる軸線であって、この第１軸線Ａｘ１と平行な第２軸線Ａｘ２上に変
速機構３０６と軸線方向に関してオーバーラップした状態で配置されている（図１０も参
照）。つまり、第１モータジェネレータ３０２と第２モータジェネレータ３０３とは、別
軸に配置されており、第２モータジェネレータ３０３は、軸線方向に対して動力分割機構
３０４を挟んで第１モータジェネレータ３０２の反対側において変速機構３０６の半径方
向の外側に配置されている。なお、第２モータジェネレータ３０３は、第１モータジェネ
レータ３０２と別軸に配置されているが、第１モータジェネレータ３０２と軸線方向に関
してオーバーラップしていない。
【０１１２】
　動力分割機構３０４は、相互に差動回転する少なくとも三つの回転要素を備えた差動機
構によって構成することができる。動力分割機構３０４は、エンジン３０１に連結された
第１回転要素、第１モータジェネレータ３０２に連結された第２回転要素及び動力を出力
する第３回転要素を有する。
【０１１３】
　すなわち、動力分割機構３０４は、回転要素として、サンギヤＳ３０４と、リングギヤ
Ｒ３０４と、キャリヤＣａ３０４とを有する。サンギヤＳ３０４は、外歯歯車として構成
される。リングギヤＲ３０４は、サンギヤＳ３０４に対して同心円上、すなわち、同軸上
に配置された内歯歯車として構成される。キャリヤＣａ３０４は、サンギヤＳ３０４とリ
ングギヤＲ３０４とに噛み合っているピニオンギヤＰ３０４を自転自在、かつ、公転自在
に保持するように構成されている。動力分割機構３０４は、これら３つの回転要素として
のサンギヤＳ３０４と、リングギヤＲ３０４と、キャリヤＣａ３０４とが相互に差動回転
するように構成されたシングルピニオン型の差動（遊星）歯車機構である。 
【０１１４】
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　動力分割機構３０４の回転要素であるキャリヤＣａ３０４は、入力軸３０９を介してエ
ンジン３０１が連結されている。エンジン３０１からの動力は、入力軸３０９を介してこ
のキャリヤＣａ３０４に伝達される。動力分割機構３０４の回転要素であるサンギヤＳ３
０４は、第１モータジェネレータ３０２のロータ軸３０２Ａｘが連結されている。第１モ
ータジェネレータ３０２は、動力分割機構３０４よりエンジン３０１側に配置されている
。第１モータジェネレータ３０２からの動力は、このサンギヤＳ３０４に伝達される。動
力分割機構３０４の回転要素であるリングギヤＲ３０４は、中間軸３０５が連結されてい
る。エンジン３０１からキャリヤＣａ３０４に伝達（入力）された動力及び第１モータジ
ェネレータ３０２からサンギヤＳ３０４に伝達（入力）された動力は、リングギヤＲ３０
４から中間軸３０５に伝達（出力）される。すなわち、動力分割機構３０４は、キャリヤ
Ｃａ３０４が上記第１回転要素、サンギヤＳ３０４が上記第２回転要素、リングギヤＲ３
０４が上記第３回転要素にそれぞれ相当する。
【０１１５】
　ここで、上述のエンジン３０１からの入力軸３０９、中間軸３０５、第１モータジェネ
レータ３０２のロータ軸３０２Ａｘとは、同軸に配置されており、したがって、入力軸３
０９、中間軸３０５、第１モータジェネレータ３０２のロータ軸３０２Ａｘは、第１軸線
Ａｘ１の回りに同軸で回転する。
【０１１６】
　変速機構３０６は、差動作用を有する複数の差動機構としての第１プラネタリギヤ３１
１、第２プラネタリギヤ３１２を含んで構成され、油圧部３１３、３１４、３１５、３１
６に供給される作動媒体、ここでは潤滑媒体として兼用される潤滑油の油圧により作動し
て動力源から出力部材としてのカウンタドリブンギヤ３２０への動力の伝達経路を運転状
態に応じて切り替えてカウンタドリブンギヤ３２０に出力する動力を変速可能なものであ
る。変速機構３０６は、軸線方向に沿って動力分割機構３０４を挟んでエンジン３０１、
第１モータジェネレータ３０２とは反対側に同一直線上に配置されている。変速機構３０
６は、動力分割機構３０４のリングギヤＲ３０４から中間軸３０５を介して入力されカウ
ンタドリブンギヤ３２０に出力する動力を変速するためのものであって、入力回転数と出
力回転数との比を複数に変化させることができるものである。この変速機構３０６は、複
数の変速状態あるいは入出力状態を設定するための複数の係合機構として、上述した第１
クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１及び第２ブレーキＢ３
０２を含んで構成される。
【０１１７】
　第１プラネタリギヤ３１１と第２プラネタリギヤ３１２とは、一部の回転要素が共用さ
れることでラビニヨ型の遊星歯車機構をなす。第１プラネタリギヤ３１１は、１組のダブ
ルピニオン型の遊星（差動）歯車機構をなす一方、第２プラネタリギヤ３１２は、１組の
シングルピニオン型の遊星（差動）歯車機構をなす。
【０１１８】
　すなわち、第１プラネタリギヤ３１１は、回転要素として、サンギヤＳ３１１と、リン
グギヤＲ３１１と、キャリヤＣａ３１１とを有する。サンギヤＳ３１１は、後述する第２
プラネタリギヤ３１２のサンギヤＳ３１２より小径の外歯歯車として構成される。リング
ギヤＲ３１１は、サンギヤＳ３１１に対して同心円上、すなわち、同軸上に配置された内
歯歯車として構成される。キャリヤＣａ３１１は、リングギヤＲ３１１に噛み合っている
第１ピニオンギヤＰ３１１－１及びこの第１ピニオンギヤＰ３１１－１とサンギヤＳ３１
１とに噛み合っている第２ピニオンギヤＰ３１１－２を自転自在、かつ、公転自在に保持
するように構成されている。第１プラネタリギヤ３１１は、これら３つの回転要素として
のサンギヤＳ３１１と、リングギヤＲ３１１と、キャリヤＣａ３１１とが相互に差動回転
するように構成されたダブルピニオン型の遊星（差動）歯車機構である。 
【０１１９】
　第２プラネタリギヤ３１２は、回転要素として、サンギヤＳ３１２と、リングギヤＲ３
１２と、キャリヤＣａ３１２とを有する。サンギヤＳ３１２は、第１プラネタリギヤ３１
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１のサンギヤＳ３１１より大径の外歯歯車として構成される。リングギヤＲ３１２は、サ
ンギヤＳ３１２に対して同心円上、すなわち、同軸上に配置された内歯歯車として構成さ
れる。キャリヤＣａ３１２は、サンギヤＳ３１２とリングギヤＲ３１２とに噛み合ってい
るロングピニオンギヤＰ３１２を自転自在、かつ、公転自在に保持するように構成されて
いる。第２プラネタリギヤ３１２は、これら３つの回転要素としてのサンギヤＳ３１２と
、リングギヤＲ３１２と、キャリヤＣａ３１２とが相互に差動回転するように構成された
シングルピニオン型の遊星（差動）歯車機構である。 
【０１２０】
　そして、第１プラネタリギヤ３１１と第２プラネタリギヤ３１２とは、第１プラネタリ
ギヤ３１１のキャリヤＣａ３１１と第２プラネタリギヤ３１２のキャリヤＣａ３１２とが
共通の部材で構成されていると共に、第１プラネタリギヤ３１１のリングギヤＲ３１１と
第２プラネタリギヤ３１２のリングギヤＲ３１２とが共通の部材にて構成され、かつ、第
２プラネタリギヤ３１２のロングピニオンギヤＰ３１２が第１プラネタリギヤ３１１の第
１ピニオンギヤＰ３１１－１を兼ねることで、上述したようにラビニヨ型の遊星歯車機構
をなす。なお、第１ピニオンギヤＰ３１１－１として兼用されるロングピニオンギヤＰ３
１２は、軸線方向に沿った長さが第２ピニオンギヤＰ３１１－２より長く設定されている
。
【０１２１】
　したがって、この第１プラネタリギヤ３１１と第２プラネタリギヤ３１２とが一部の回
転要素を共用することで構成されるラビニヨ型の遊星歯車機構は、あわせて４つの回転要
素ＲＭ１、ＲＭ２、ＲＭ３、ＲＭ４を有することとなる。すなわち、第１回転要素ＲＭ１
は、第１プラネタリギヤ３１１のサンギヤＳ３１１により構成され、第２回転要素ＲＭ２
は、第１プラネタリギヤ３１１のリングギヤＲ３１１と第２プラネタリギヤ３１２のリン
グギヤＲ３１２が互いに連結され言い換えれば共通の部材とされることで構成され、第３
回転要素ＲＭ３は、第１プラネタリギヤ３１１のキャリヤＣａ３１１と第２プラネタリギ
ヤ３１２のキャリヤＣａ３１２が互いに連結され言い換えれば共通の部材とされることで
構成され、第４回転要素ＲＭ４は、第２プラネタリギヤ３１２のサンギヤＳ３１２により
構成される。
【０１２２】
　第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１及び第２ブレー
キＢ３０２は、相互に差動回転可能な第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３
１２の上記複数の回転要素、すなわち、第１回転要素ＲＭ１、第２回転要素ＲＭ２、第３
回転要素ＲＭ３、第４回転要素ＲＭ４、中間軸３０５、固定部３１０などの間の連結関係
を切り替えるものである。ここでは、第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第
１ブレーキＢ３０１及び第２ブレーキＢ３０２は、複数のセパレータプレートや複数のフ
リクションプレートからなる多板クラッチなどの摩擦式の係合機構が適用される。そして
、第１クラッチＣ３０１は油圧部３１３に供給される潤滑油の油圧、第２クラッチＣ３０
２は油圧部３１４に供給される潤滑油の油圧、第１ブレーキＢ３０１は油圧部３１６に供
給される潤滑油の油圧、第２ブレーキＢ３０２は油圧部３１５に供給される潤滑油の油圧
によりそれぞれ多板クラッチに押圧力が作用することでこれらの多板クラッチが摩擦係合
可能である。
【０１２３】
　油圧部３１３、３１４、３１５、３１６は、それぞれ、油圧室と、押圧ピストンとを有
し、ピストンが油圧室に供給される潤滑油の油圧に応じて各多板クラッチに押圧力を作用
させることで、第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１、
第２ブレーキＢ３０２の作動状態を係合状態と開放状態との間で切り替え可能であり、す
なわち、第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２の複数の回転要素間の連
結関係を切り替え可能である。
【０１２４】
　第１クラッチＣ３０１は、中間軸３０５と第１回転要素ＲＭ１（サンギヤＳ３１１）と
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を選択的に連結するものである。すなわち、第１クラッチＣ３０１は、中間軸３０５と第
１回転要素ＲＭ１とを結合する係合状態とその結合を解放する解放状態とで動作可能であ
る。
【０１２５】
　第２クラッチＣ３０２は、中間軸３０５と第３回転要素ＲＭ３（キャリヤＣａ３１１、
キャリヤＣａ３１２）とを選択的に連結するものである。すなわち、第２クラッチＣ３０
２は、中間軸３０５と第３回転要素ＲＭ３とを結合する係合状態とその結合を解放する解
放状態とで動作可能である。なお、この第３回転要素ＲＭ３と固定部３１０との間には、
ワンウェイクラッチ３１７が設けられている。ワンウェイクラッチ３１７は、第３回転要
素ＲＭ３と固定部３１０との相対回転を一方向のみで許容するものであり、つまり、第３
回転要素ＲＭ３は、このワンウェイクラッチ３１７により固定部３１０に対して一方向の
回転のみが許容されている。
【０１２６】
　第１ブレーキＢ３０１は、固定部３１０と第４回転要素ＲＭ４（サンギヤＳ３１２）と
を選択的に連結するものである。すなわち、第１ブレーキＢ３０１は、固定部３１０と第
４回転要素ＲＭ４とを結合する係合状態とその結合を解放する解放状態とで動作可能であ
る。
【０１２７】
　第２ブレーキＢ３０２は、固定部３１０と第３回転要素ＲＭ３（キャリヤＣａ３１１、
キャリヤＣａ３１２）とを選択的に連結するものである。すなわち、第２ブレーキＢ３０
２は、固定部３１０と第３回転要素ＲＭ３とを結合する係合状態とその結合を解放する解
放状態とで動作可能である。
【０１２８】
　そして、変速機構３０６は、これら第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第
１ブレーキＢ３０１及び第２ブレーキＢ３０２の作動状態の組み合わせを変更することに
より第１速から第４速までの４つの変速段を選択的に成立させることができる。図１１は
、第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１及び第２ブレー
キＢ３０２の作動状態と、それに応じて設定される変速機構３０６が成立させる変速段と
をまとめて例示している。この図において、「○」印はトルクを伝達するように係合して
いる係合状態を、「×」印はトルクの伝達を遮断するように解放している解放状態をそれ
ぞれ示している。図示の通りに第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレ
ーキＢ３０１及び第２ブレーキＢ３０２の作動状態が切り替えられることにより段階的に
変速比が異なる４つの変速段（１ｓｔ、２ｎｄ、３ｒｄ、４ｔｈ）が成立する。なお、変
速段の切り替えは周知のように車速とアクセル操作量とに基づいて行われる。
【０１２９】
　出力部３０７は、変速機構３０６又は第２モータジェネレータ３０３から出力された動
力を駆動輪３０８に伝達するものであり、第１ドライブギヤ３１８と、第２ドライブギヤ
３１９と、出力部材としてのカウンタドリブンギヤ３２０と、差動装置３２１と、中間ギ
ヤ３２２と、ドリブンギヤ３２３とを含んで構成される。
【０１３０】
　第１ドライブギヤ３１８は、変速機構３０６の出力回転要素をなす第２回転要素ＲＭ２
（リングギヤＲ３１１、リングギヤＲ３１２）と連結されており、第２回転要素ＲＭ２か
ら出力された動力が伝達される。
【０１３１】
　第２ドライブギヤ３１９は、第２モータジェネレータ３０３のロータ軸３０３Ａｘ（図
９参照）が連結されており、ロータ軸３０３Ａｘから出力された動力が伝達される。
【０１３２】
　カウンタドリブンギヤ３２０は、第１ドライブギヤ３１８と第２ドライブギヤ３１９と
が共通に噛み合うものであり、第１ドライブギヤ３１８又は第２ドライブギヤ３１９に入
力された動力が伝達される。なお、本実施例の駆動装置３００は、カウンタドリブンギヤ
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３２０を第１ドライブギヤ３１８と第２ドライブギヤ３１９とで共用することができるた
め、例えば、各ドライブギヤに対応する２つのカウンタドリブンギヤを軸線方向に並べる
場合と比較して小型化を容易に達成できる。
【０１３３】
　差動装置３２１は、カウンタドリブンギヤ３２０を経由した動力を左右の駆動輪３０８
に伝達するものである。カウンタドリブンギヤ３２０と差動装置３２１との間には、カウ
ンタドリブンギヤ３２０と同軸かつ一体回転する中間ギヤ３２２が介在しており、この中
間ギヤ３２２は差動装置３２１の固定部３１０（図８参照）に設けられたドリブンギヤ３
２３と噛み合っている。なお、出力部３０７のこれらのギヤ群と差動装置３２１とは、共
通の固定部３１０にて支持されている。
【０１３４】
　そして、上述した第１モータジェネレータ３０２及び第２モータジェネレータ３０３は
、インバータなどのコントローラ３１を介してバッテリーなどの蓄電装置３２に接続され
ており、このコントローラ３１によって制御されて電動機あるいは発電機として動作する
ように構成されている。さらに、第１モータジェネレータ３０２及び第２モータジェネレ
ータ３０３の出力トルクや発電量の制御、第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２
、第１ブレーキＢ３０１、第２ブレーキＢ３０２を動作させることによる変速状態もしく
は運転モードの制御などを行うためのＥＣＵ３３が設けられている。このＥＣＵ３３は、
マイクロコンピュータを主体にして構成されたものであって、車速や要求駆動力、蓄電装
置３２の充電量（ＳＯＣ）などの入力データおよび予め記憶しているデータを利用して演
算を行い、その演算の結果を第１モータジェネレータ３０２及び第２モータジェネレータ
３０３を制御するための指令信号としてコントローラ３１に出力するように構成されてい
る。また、ＥＣＵ３３は、いずれかの第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第
１ブレーキＢ３０１、第２ブレーキＢ３０２を動作させて所定の運転モードあるいは変速
段を設定する指令信号を出力するように構成されている。
【０１３５】
　上記のように構成される駆動装置３００は、ハイブリッド車両３００Ａに搭載され、変
速機構３０６の第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１及
び第２ブレーキＢ３０２の作動状態を適宜切り替えることで、動力源としてのエンジン３
０１、第１モータジェネレータ３０２、第２モータジェネレータ３０３からカウンタドリ
ブンギヤ３２０への動力伝達経路を切り替えて出力軸を切り替えることができ、これによ
り、各種の運転モードあるいは変速段を設定することができる。また、この駆動装置３０
０は、第１モータジュネレータ３０２、動力分割機構３０４及び変速機構３０６が共通の
第１軸線Ａｘ１上に配置され、第２モータジェネレータ３０３が第１軸線Ａｘ１と平行な
第２軸線Ａｘ２上に変速機構３０６と軸線方向に関してオーバーラップした状態で配置さ
れているため、第１軸線Ａｘ１上に第２モータジェネレータ３０３を配置する場合に比べ
て軸線方向の寸法を短縮することができる。これにより、例えば、ＦＦの駆動形式の車両
３００Ａへの搭載性を向上させることができる。また、第２モータジェネレータ３０３は
、第１モータジェネレータ３０２と軸線方向に関してオーバーラップしていないため、一
方のモータジェネレータの外径の設定が他方のモータジェネレータの外径に制約されるこ
とがない。したがって、第１モータジュネレータ３０２、第２モータジェネレータ３０３
の外径を容易に拡大できる。さらに、変速機構３０６から出力された動力と第２モータジ
ェネレータ３０３から出力された動力とが出力部３０７のカウンタドリブンギヤ３２０へ
並列的に伝達されるため、第２モータジェネレータ３０３が変速機構３０６の変速操作に
影響を受けることがない。したがって、変速機構３０６の変速時に第２モータジェネレー
タ３０３の回転数が変化することがない。
【０１３６】
　ここで、この駆動装置３００は、図７に示すように、さらに、動力分割機構３０４や変
速機構３０６の第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２などの装置各部に
潤滑媒体としての潤滑油あるいは変速機構３０６の油圧部３１３、３１４、３１５、３１
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６などの装置各部に作動媒体としての作動油を供給する供給手段として、潤滑油供給装置
３３４を備える。ここでは、潤滑媒体と作動媒体とが潤滑油（あるいは作動油）により兼
用されることから、以下、特に断りのない限り、潤滑媒体、作動媒体ともに「潤滑油」で
あるものとして説明する。この潤滑油供給装置３３４は、動力源の動力を利用して圧送手
段としてのオイルポンプ３３６により潤滑油を圧送し、少なくともこの潤滑油を作動媒体
として油圧部３１３、３１４、３１５、３１６に供給可能かつこの潤滑油を潤滑媒体とし
て第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２に供給可能である。
【０１３７】
　潤滑油供給装置３３４は、潤滑油を供給対象部、すなわち、動力分割機構３０４や変速
機構３０６の第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２、油圧部３１３、３
１４、３１５、３１６などの装置各部に供給するための通路である油路３３５と、この油
路３３５に接続され、貯留部（不図示）に貯留される潤滑油を吸入、加圧、吐出し圧送す
る圧送手段としてのオイルポンプ３３６と、油路３３５から分岐し上記各供給対象部に潤
滑油を供給するための分岐油路３３７ａ、３３８ａ、３３９ａ、３４０ａ、３４１ａ、３
４２ａ、３４３ａにそれぞれ設けられる流量制御弁３３７、３３８、３３９、３４０、３
４１、３４２、３４３を含んで構成される。
【０１３８】
　オイルポンプ３３６は、動力源の動力を利用して駆動するものであり、エンジン３０１
のクランクシャフト（不図示）や第１モータジェネレータ３０２、第２モータジェネレー
タ３０３のロータ軸３０２Ａｘ、ロータ軸３０３Ａｘの回転に連動して駆動する機械式ポ
ンプや第１モータジェネレータ３０２、第２モータジェネレータ３０３で発電される電力
により駆動する電動式ポンプを適用することができる。本実施例のオイルポンプ３３６は
、図９に示すように、第２ドライブギヤ３１９の回転軸であり第２軸線Ａｘ２上に配置さ
れたドライブギヤ軸３２４に設けられている。ドライブギヤ軸３２４は、第２モータジェ
ネレータ３０３の動力が出力されロータ軸３０３Ａｘと一体回転する。このオイルポンプ
３３６は、ドライブギヤ軸３２４の回転によって駆動される周知の機械式のトロコイド型
オイルポンプである。したがって、このオイルポンプ３３６は、例えば、エンジン３０１
の回転を減速してこのオイルポンプ３３６に伝達するための減速機構が不要となり、低車
速から十分なオイルの吐出量を確保できる。
【０１３９】
　流量制御弁３３７は、動力分割機構３０４に潤滑油を供給する分岐油路３３７ａに設け
られ、流量制御弁３３８は、第１プラネタリギヤ３１１に潤滑油を供給する分岐油路３３
８ａに設けられ、流量制御弁３３９は、第２プラネタリギヤ３１２に潤滑油を供給する分
岐油路３３９ａに設けられ、流量制御弁３４０は、油圧部３１３に潤滑油を供給する分岐
油路３４０ａに設けられ、流量制御弁３４１は、油圧部３１４に潤滑油を供給する分岐油
路３４１ａに設けられ、流量制御弁３４２は、油圧部３１５に潤滑油を供給する分岐油路
３４２ａに設けられ、流量制御弁３４３は、油圧部３１６に潤滑油を供給する分岐油路３
４３ａに設けられる。流量制御弁３３７、３３８、３３９、３４０、３４１、３４２、３
４３は、分岐油路３３７ａ、３３８ａ、３３９ａ、３４０ａ、３４１ａ、３４２ａ、３４
３ａを開閉し油路開度を調節することで、動力分割機構３０４、第１プラネタリギヤ３１
１、第２プラネタリギヤ３１２、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６に供給される潤
滑油の流量をそれぞれ調節し供給量あるいは油圧を調節することができる。そして、この
オイルポンプ３３６、流量制御弁３３７、３３８、３３９、３４０、３４１、３４２、３
４３は、上述のＥＣＵ３３に電気的に接続されており、その駆動が制御されている。
【０１４０】
　ここで、本実施例の駆動装置３００は、この潤滑油供給装置３３４が運転モードなどに
応じて第１プラネタリギヤ３１１と第２プラネタリギヤ３１２とにおいて伝達する動力が
少ない第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２への潤滑油の供給量又は変
速機構３０６が動力の伝達に寄与しない場合における油圧部３１３、３１４、３１５、３
１６の油圧を低減することで、動力源、ここでは、第２モータジェネレータ３０３の動力
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を利用して作動するオイルポンプ３３６の負荷を低減し、これにより、オイルポンプ損失
を低減し、さらなる動力損失の低減を図り、さらなる燃費の向上を図っている。
【０１４１】
　具体的には、潤滑油供給装置３３４は、変速機構３０６が動力の伝達に寄与しない場合
における油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減可能である。すなわち、潤
滑油供給装置３３４は、変速機構３０６が動力の伝達に寄与しない所定の運転モードの際
に油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減する。
【０１４２】
　本実施例の駆動装置３００は、「ＥＶ走行」モードの際には、動力源のうちエンジン３
０１及び第１モータジェネレータ３０２が動力をカウンタドリブンギヤ３２０に伝達せず
に第２モータジェネレータ３０３が出力する動力のみで車両３００Ａを走行させる。つま
り、駆動装置３００は、「ＥＶ走行」モードの際には、動力源のうち第２モータジェネレ
ータ３０３から出力される機械的動力のみをカウンタドリブンギヤ３２０、駆動輪３０８
に伝達して駆動力を生じさせる。したがって、駆動装置３００は、この「ＥＶ走行」モー
ドの際には、変速機構３０６が動力の伝達に寄与しない。また、本実施例の駆動装置３０
０は、「回生走行」モードの際には、第２モータジェネレータ３０３が発電機として作動
することで電力の回生を行う。つまり、駆動装置３００は、「回生走行」モードの際には
、減速時や制動時にカウンタドリブンギヤ３２０などを介して駆動輪３０８の回転を第２
モータジェネレータ３０３のロータ軸３０３Ａｘに伝達させ、この回転を利用して第２モ
ータジェネレータ３０３を発電機として機能させて発電（回生発電）を行うと共に駆動輪
３０８に回生制動力を作用させ制動する。このとき、動力源のうちエンジン３０１及び第
１モータジェネレータ３０２は、動力を出力しない。したがって、駆動装置３００は、こ
の「回生走行」モードの際には、変速機構３０６が動力の伝達に寄与しない。
【０１４３】
　なお、この駆動装置３００は、エンジン３０１及第１モータジェネレータ３０２が変速
機構３０６を介してカウンタドリブンギヤ３２０に連結される一方、第２モータジェネレ
ータ３０３が変速機構３０６を介さずに直接的にカウンタドリブンギヤ３２０に連結され
ていることから、「ＥＶ走行」モード、「回生走行」モード中の変速ショックやいわゆる
ヘジテーション（応答性の悪化）を抑制することができる。
【０１４４】
　潤滑油供給装置３３４は、動力源のうち第２モータジェネレータ３０３による動力のみ
がカウンタドリブンギヤ３２０に伝達される運転モードである「ＥＶ走行」モード又は第
２モータジェネレータ３０３が電力の回生を行う運転モードである「回生走行」モードで
ある際に油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減する。潤滑油供給装置３３
４は、「ＥＶ走行」モード又は「回生走行」モードである際に、ＥＣＵ３３による制御に
より供給量低減手段としての流量制御弁３４０、３４１、３４２、３４３の駆動が制御さ
れ分岐油路３４０ａ、３４１ａ、３４２ａ、３４３ａの開度を相対的に小さくして、油圧
部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減することで、オイルポンプ３３６の負荷
を低減することができ、これにより、オイルポンプ損失を低減することができ、動力損失
を低減することができる。 またこれにより、変速機構３０６を構成する第１プラネタリ
ギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２の差動回転数の低減及び第１クラッチＣ３０１、
第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１、第２ブレーキＢ３０２の解放によるセパ
レータプレート、フリクションプレートなどの摩擦材の滑り量の低減を図ることができ、
この結果、無負荷損失の低減を図ることができる。
【０１４５】
　また、駆動装置３００は、「ＥＶ走行」モード又は「回生走行」モードである際には、
変速機構３０６が動力の伝達に寄与せず、他の運転モードの場合と比較して第１プラネタ
リギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２が伝達する動力も相対的に少なくなり、さらに
言えば、第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２は、ともに実質的に動力
の伝達に寄与しない。したがって、潤滑油供給装置３３４は、「ＥＶ走行」モード又は「
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回生走行」モードである際に、ＥＣＵ３３による制御により供給量低減手段としての流量
制御弁３３８、３３９の駆動が制御され分岐油路３３８ａ、３３９ａの開度を相対的に小
さくして、第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２への潤滑油の供給量を
両方とも低減することで、オイルポンプ３３６の負荷をさらに低減することができ、これ
により、オイルポンプ損失をさらに低減することができ、動力損失をさらに低減すること
ができる。
【０１４６】
　ところで、駆動装置３００は、上記のように「ＥＶ走行」モード、「回生走行」モード
である場合、すなわち、変速機構３０６が動力の伝達に寄与しない場合において油圧部３
１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減している状態ではエンジン３０１は基本的に
は停止状態にある。そして、本実施例の潤滑油供給装置３３４は、「ＥＶ走行」モード、
「回生走行」モードにおいて油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧が低減されエ
ンジン３０１が停止した状態でこのエンジン３０１の始動が要求される際に、エンジン３
０１の始動前に予め油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を相対的に少
なくしている。潤滑油供給装置３３４は、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧
が低減された状態でエンジン３０１の始動が要求される際に、ＥＣＵ３３による制御によ
り流量制御弁３４０、３４１、３４２、３４３の駆動が制御され分岐油路３４０ａ、３４
１ａ、３４２ａ、３４３ａの開度を相対的に大きくして、油圧部３１３、３１４、３１５
、３１６の油圧の低減量を相対的に少なくする。
【０１４７】
　エンジン３０１の始動要求の有無は、種々の公知の手法により判定されれば良く、例え
ば、判定手段としてのＥＣＵ３３により、車両３００Ａに対する運転者からのドライバ要
求駆動力や車両３００Ａの車速などに基づいて判定すればよい。ＥＣＵ３３は、例えば、
ドライバ要求駆動力に相当する値としてアクセル開度センサ３３ａにより検出したアクセ
ル開度が予め設定された所定開度以上となった場合や車速センサ３３ｂにより検出した車
両３００Ａの車速が予め設定された所定速度以上となった場合にエンジン３０１の始動要
求が生じたと判定することができる。そして、潤滑油供給装置３３４は、このようにエン
ジン３０１の始動要求が生じたと判定された場合に油圧部３１３、３１４、３１５、３１
６の油圧の低減量を相対的に少なくする。言い換えれば、ＥＣＵ３３は、ドライバ要求駆
動力に相当する値としてアクセル開度又は車両３００Ａの車速に基づいて油圧部３１３、
３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を設定し、潤滑油供給装置３３４は、アクセル開
度又は車両３００Ａの車速に基づいて油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低
減量を調節するとよい。すなわち、潤滑油供給装置３３４は、アクセル開度が所定開度以
上である場合又は車速が所定速度以上である場合には油圧部３１３、３１４、３１５、３
１６の油圧の低減量を相対的に少なくする一方、アクセル開度が所定開度未満であり車速
が所定速度未満である場合には油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を
相対的に多くするとよい。
【０１４８】
　これにより、この駆動装置３００は、変速機構３０６が動力の伝達に寄与せず油圧部３
１３、３１４、３１５、３１６の油圧が低減される「ＥＶ走行」モード又は「回生走行」
モードからエンジン３０１の動力を用いて車両３００Ａを走行させる「エンジン走行」モ
ードに移行する際に、この「エンジン走行」モードにおいて動力の伝達に寄与することと
なる変速機構３０６の油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量をエンジン
３０１の始動の前に予め少なくしておくことから、「ＥＶ走行」モード又は「回生走行」
モードから「エンジン走行」モードへの切り替えを円滑に実行することができる。
【０１４９】
　なお、エンジン３０１の始動要求の有無は、例えば、判定手段としてのＥＣＵ３３によ
り、蓄電装置３２の充電量ＳＯＣやエンジン３０１の冷却水温度などに基づいて判定して
もよい。ＥＣＵ３３は、例えば、蓄電装置３２の充電量ＳＯＣが予め設定された所定量以
下となった場合や冷却水温度センサ３３ｃにより検出したエンジン３０１の冷却水温度が
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予め設定された所定温度以下となった場合にエンジン３０１の始動要求が生じたと判定し
てもよい。言い換えれば、ＥＣＵ３３は、蓄電装置３２の充電量ＳＯＣ又はエンジン３０
１の冷却水温度に基づいて油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を設定
し、潤滑油供給装置３３４は、蓄電装置３２の充電量ＳＯＣ又はエンジン３０１の冷却水
温度に基づいて油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を調節してもよい
。すなわち、潤滑油供給装置３３４は、蓄電装置３２の充電量ＳＯＣが所定量以下である
場合又はエンジン３０１の冷却水温度が所定温度以下である場合には油圧部３１３、３１
４、３１５、３１６の油圧の低減量を相対的に少なくする一方、蓄電装置３２の充電量Ｓ
ＯＣが所定量を超えておりエンジン３０１の冷却水温度が所定温度を超えている場合には
油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を相対的に多くするとよい。
【０１５０】
　また、この駆動装置３００は、車両３００Ａに対して、運転者から動力源のうち第２モ
ータジェネレータ３０３による動力のみがカウンタドリブンギヤ３２０に伝達される「Ｅ
Ｖ走行」モードが要求された際に、潤滑油供給装置３３４が油圧部３１３、３１４、３１
５、３１６の油圧の低減量を相対的に多くする。すなわち、潤滑油供給装置３３４は、例
えば、運転者によりＥＶスイッチ３３ｄがＯＮにされ、運転者が「ＥＶ走行」モードを積
極的に要求し、「エンジン走行」モードへの移行を積極的には望んでいないような場合に
、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を相対的に多くする。したがっ
て、駆動装置３００は、「ＥＶ走行」モード又は「回生走行」モードから「エンジン走行
」モードへの切り替えの際のヘジテーションに配慮する必要がないような運転状態である
場合に、より積極的に油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を多くする
ことで、オイルポンプ３３６の負荷をさらに低減することができる。
【０１５１】
　次に、図１２のフローチャートを参照して本実施例に係る駆動装置３００における油圧
低減量制御の一例を説明する。なお、この制御ルーチンは、ＥＣＵ３３により数ｍｓない
し数十ｍｓ毎の制御周期で繰り返し実行される。
【０１５２】
　まず、ＥＣＵ３３は、種々の公知の手法により現在の運転モードが「ＥＶ走行」モード
又は「回生走行」モードであるか否かを判定する（Ｓ３００）。現在の運転モードが「Ｅ
Ｖ走行」モード、「回生走行」モードのいずれでもないと判定された場合（Ｓ３００：Ｎ
ｏ）、この油圧低減量制御を終了する。
【０１５３】
　現在の運転モードが「ＥＶ走行」モード又は「回生走行」モードであると判定された場
合（Ｓ３００：Ｙｅｓ）、すなわち、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧が低
減されていると判定された場合、ＥＣＵ３３は、ＥＶスイッチ３３ｄがＯＮであるか否か
を判定する（Ｓ３０２）。ＥＶスイッチ３３ｄがＯＦＦであると判定された場合には（Ｓ
３０２：Ｎｏ）、ＥＣＵ３３は、現在の駆動装置３００の運転状態が、エンジン３０１が
始動する運転状態の近傍の運転状態であるか否かを判定する（Ｓ３０４）。ＥＣＵ３３は
、例えば、ドライバ要求駆動力に相当する値としてアクセル開度センサ３３ａが検出した
アクセル開度、車速センサ３３ｂが検出した車両３００Ａの車速、蓄電装置３２の充電量
ＳＯＣ、冷却水温度センサ３３ｃが検出したエンジン３０１の冷却水温度などに基づいて
エンジン３０１の始動要求の有無を判定し、現在の駆動装置３００の運転状態が、エンジ
ン３０１が始動する運転状態の近傍の運転状態であるか否かを判定すればよい。
【０１５４】
　現在の駆動装置３００の運転状態が、エンジン３０１が始動する運転状態の近傍の運転
状態であると判定された場合（Ｓ３０４：Ｙｅｓ）、ＥＣＵ３３は、油圧部３１３、３１
４、３１５、３１６の油圧の低減量を後述する油圧低減量Ｐ２より少ない油圧低減量Ｐ１
に設定し（Ｓ３０６）、潤滑油供給装置３３４は、この油圧低減量Ｐ１に基づいて油圧部
３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を調節して、この制御を終了する。
【０１５５】
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　Ｓ３０２においてＥＶスイッチ３３ｄがＯＮであると判定された場合（Ｓ３０２：Ｙｅ
ｓ）、又は、Ｓ３０４において　現在の駆動装置３００の運転状態が、エンジン３０１が
始動する運転状態の近傍の運転状態にないと判定された場合（Ｓ３０４：Ｎｏ）、ＥＣＵ
３３は、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を油圧低減量Ｐ１より多
い油圧低減量Ｐ２に設定し（Ｓ３０８）、潤滑油供給装置３３４は、この油圧低減量Ｐ２
に基づいて油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を調節して、この制御
を終了する。
【０１５６】
　以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置３００によれば、複数の差動機構として
の第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２を含んで構成され、油圧部３１
３、３１４、３１５、３１６に供給される作動媒体としての潤滑油の油圧により作動して
動力源としてのエンジン３０１、第１モータジェネレータ３０２、第２モータジェネレー
タ３０３からカウンタドリブンギヤ３２０への動力の伝達経路を運転状態に応じて切り替
えてカウンタドリブンギヤ３２０に出力する動力を変速可能な変速機構３０６と、動力源
の動力を利用してオイルポンプ３３６により潤滑油を圧送しこの潤滑油を作動媒体として
油圧部３１３、３１４、３１５、３１６に供給可能かつこの潤滑油を潤滑媒体として第１
プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２に供給可能であると共に、第１プラネ
タリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２において伝達する動力が少ない第１プラネタ
リギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２への潤滑油の供給量、変速機構３０６が動力の
伝達に寄与しない場合における油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減可能
な潤滑油供給装置３３４とを備える。
【０１５７】
　したがって、潤滑油供給装置３３４が運転モードに応じて第１プラネタリギヤ３１１、
第２プラネタリギヤ３１２において伝達する動力が少ない第１プラネタリギヤ３１１、第
２プラネタリギヤ３１２への潤滑油の供給量、変速機構３０６が動力の伝達に寄与しない
場合における油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減することから、動力源
の動力を利用して作動するオイルポンプ３３６の負荷を低減することができ、これにより
、オイルポンプ損失を低減することができる。この結果、動力損失を低減することができ
、さらなる燃費の向上を図ることができる。
【０１５８】
　さらに、以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置３００によれば、潤滑油供給装
置３３４は、変速機構３０６を搭載する車両３００Ａに対するドライバ要求駆動力又は車
両３００Ａの車速に基づいて油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を調
節する。したがって、駆動装置３００は、例えば、ドライバ要求駆動力に相当する値であ
るアクセル開度が所定開度以上である場合や車速が所定速度以上である場合に油圧部３１
３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量を相対的に少なくする一方、アクセル開度が
所定開度未満であり車速が所定速度未満である場合に油圧部３１３、３１４、３１５、３
１６の油圧の低減量を相対的に多くする。これにより、駆動装置３００は、ドライバ要求
駆動力に相当する値であるアクセル開度や車速に応じて油圧部３１３、３１４、３１５、
３１６の油圧の低減量を適正に調節することができ、例えば、「ＥＶ走行」モード又は「
回生走行」モードから「エンジン走行」モードへの切り替えを円滑に実行することができ
、ドライバビリティを向上することができる。
【０１５９】
　さらに、以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置３００によれば、動力源は、エ
ンジン３０１と第１モータジェネレータ３０２、第２モータジェネレータ３０３とを含ん
で構成され、エンジン３０１及び一方の第１モータジェネレータ３０２が変速機構３０６
を介してカウンタドリブンギヤ３２０に連結され、他方の第２モータジェネレータ３０３
が変速機構３０６を介さずにカウンタドリブンギヤ３２０に連結され、潤滑油供給装置３
３４は、動力源のうち第２モータジェネレータ３０３による動力のみがカウンタドリブン
ギヤ３２０に伝達される「ＥＶ走行」モード又は第２モータジェネレータ３０３が電力の
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回生を行う「回生走行」モードである際に油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧
を低減する。したがって、駆動装置３００は、エンジン３０１及第１モータジェネレータ
３０２が変速機構３０６を介してカウンタドリブンギヤ３２０に連結される一方、第２モ
ータジェネレータ３０３が変速機構３０６を介さずに直接的にカウンタドリブンギヤ３２
０に連結されていることから、「ＥＶ走行」モード、「回生走行」モード中の変速ショッ
クやいわゆるヘジテーション（応答性の悪化）を抑制することができる。そして、この駆
動装置３００は、変速機構３０６が動力の伝達に寄与しない「ＥＶ走行」モード、「回生
走行」モードである際に油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧が低減されること
で、動力源の動力を利用して作動するオイルポンプ３３６の負荷を低減することができ、
これにより、オイルポンプ損失を低減することができる。
【０１６０】
　さらに、以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置３００によれば、潤滑油供給装
置３３４は、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧を低減した状態でエンジン３
０１の始動が要求される際に、エンジン３０１の始動前に予め油圧部３１３、３１４、３
１５、３１６の油圧の低減量を相対的に少なくする。したがって、駆動装置３００は、「
ＥＶ走行」モード又は「回生走行」モードから「エンジン走行」モードに移行する際に、
油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧の低減量をエンジン３０１の始動の前に予
め少なくしておくことから、「ＥＶ走行」モード又は「回生走行」モードから「エンジン
走行」モードへの切り替えを円滑に実行することができる。この結果、この駆動装置３０
０は、動力損失の低減とヘジテーション（応答性の悪化）の抑制とを両立することができ
る。
【０１６１】
　さらに、以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置３００によれば、潤滑油供給装
置３３４は、変速機構３０６を搭載する車両３００Ａに対して、運転者から動力源のうち
第２モータジェネレータ３０３による動力のみがカウンタドリブンギヤ３２０に伝達され
る「ＥＶ走行」モードが要求された際に、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６の油圧
の低減量を相対的に多くする。したがって、駆動装置３００は、「ＥＶ走行」モード又は
「回生走行」モードから「エンジン走行」モードへの切り替えの際のヘジテーションに配
慮する必要がないような運転状態である場合に、より積極的に油圧部３１３、３１４、３
１５、３１６の油圧の低減量を多くすることで、オイルポンプ３３６の負荷をさらに低減
することができ、これにより、オイルポンプ損失をさらに低減することができ、動力損失
をさらに低減することができる。
【０１６２】
　さらに、以上で説明した本発明の実施例に係る駆動装置３００によれば、変速機構３０
６は、第１プラネタリギヤ３１１、第２プラネタリギヤ３１２の各回転要素の連結関係を
切り替える第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３０１、第２
ブレーキＢ３０２を含んで構成され、油圧部３１３、３１４、３１５、３１６に供給され
る潤滑油の油圧により第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３
０１、第２ブレーキＢ３０２の作動状態を切り替え可能である。したがって、駆動装置３
００は、潤滑油供給装置３３４が油圧部３１３、３１４、３１５、３１６に供給される潤
滑油の油圧を調節して第１クラッチＣ３０１、第２クラッチＣ３０２、第１ブレーキＢ３
０１、第２ブレーキＢ３０２を適宜に係合・解放させることにより、多様な動力伝達状態
を設定することができ、動力源からカウンタドリブンギヤ３２０への動力の伝達経路を運
転状態に応じて切り替えてカウンタドリブンギヤ３２０に出力する動力を適宜変速するこ
とができる。
【０１６３】
　なお、上述した本発明の実施例に係る駆動装置は、上述した実施例に限定されず、特許
請求の範囲に記載された範囲で種々の変更が可能である。
【０１６４】
　以上の説明では、駆動装置は、動力源として、エンジン１、第１モータジェネレータ２
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、第２モータジェネレータ３、あるいは、エンジン３０１、第１モータジェネレータ３０
２、第２モータジェネレータ３０３を備えるものとして説明したが、これに限らず、例え
ば、電動機を３つ以上備えていてもよい。
【０１６５】
　また、以上の説明では、駆動装置の動力伝達経路切替手段は、複数の差動機構として、
第１プラネタリギヤ１７と第２プラネタリギヤ１８の２つのプラネタリギヤあるいは第１
プラネタリギヤ３１１と第２プラネタリギヤ３１２の２つのプラネタリギヤを備えるもの
として説明したが、これに限らず、例えば、３つ以上のプラネタリギヤを備えていてもよ
い。
【０１６６】
　また、以上の説明では、動力伝達経路切替手段としての変速機構１５は、２つのシング
ルピニオン型の遊星歯車機構として、第１プラネタリギヤ１７と第２プラネタリギヤ１８
を有するものとして説明したが、これに限らず、ダブルピニオン型の遊星歯車機構や遊星
ローラ機構などの差動作用を有する複数の差動機構によって構成することができる。動力
伝達経路切替手段としての変速機構３０６は、１組のダブルピニオン型の第１プラネタリ
ギヤ３１１と１組のシングルピニオン型の第２プラネタリギヤ３１２とがラビニヨ型の遊
星歯車機構をなすものとして説明したが、それぞれが独立した遊星歯車機構を構成しても
よい。
【産業上の利用可能性】
【０１６７】
　以上のように、本発明に係る駆動装置は、動力損失を低減することができるものであり
、種々の駆動装置に用いて好適である。
【図面の簡単な説明】
【０１６８】
【図１】本発明の実施例１に係る駆動装置の概略構成図である。
【図２】本発明の実施例１に係る駆動装置における各モードを設定するためのクラッチ及
びブレーキの作動状態を示す図表である。
【図３】本発明の実施例１に係る駆動装置における潤滑油供給量低減制御を説明するフロ
ーチャートである。
【図４】本発明の実施例２に係る駆動装置の概略構成図である。
【図５】本発明の実施例２に係る駆動装置における各モードを設定するためのクラッチ及
びブレーキの作動状態を示す図表である。
【図６】本発明の実施例２に係る駆動装置における潤滑油供給量低減制御を説明するフロ
ーチャートである。
【図７】本発明の実施例３に係る駆動装置が適用された車両の概略構成図である。
【図８】本発明の実施例３に係る駆動装置の第１モータジェネレータ、動力分割機構、変
速機構及び出力部を含む断面図である。
【図９】本発明の実施例３に係る駆動装置の第２モータジェネレータ及び出力部を含む断
面図である。
【図１０】本発明の実施例３に係る駆動装置において図８の矢印Ａ方向から見た主要構成
要素の配置を説明する図である。
【図１１】本発明の実施例３に係る駆動装置における各変速段を設定するためのクラッチ
及びブレーキの作動状態を示す図表（作動図）である。
【図１２】本発明の実施例３に係る駆動装置における油圧低減量制御の一例を説明するフ
ローチャートである。
【符号の説明】
【０１６９】
１、３０１　　エンジン（動力源、内燃機関）
２、３０２　　第１モータジェネレータ（動力源）
３、３０３　　第２モータジェネレータ（動力源）
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４、３０４　　動力分割機構
５、３０９　　入力軸
６　　第１出力軸
７　　第２出力軸
８　　減速機構
９、３１０　　固定部
１０　　第３出力軸
１１　　第４出力軸
１２、１３、２２、２５、２８、２９、２４１、２４２　　ハブ
１４、２３、２６、３０、２４３　　スリーブ
１５、３０６　　変速機構（動力伝達経路切替手段）
１６　　駆動軸（出力部材）
１７、３１１　　第１プラネタリギヤ（差動機構）
１８、３１２　　第２プラネタリギヤ（差動機構）
２０　　連結部材
２１、２４、２７　　円筒部
３１　　コントローラ
３２　　蓄電装置
３３　　ＥＣＵ
３３ａ　　アクセル開度センサ
３３ｂ　　車速センサ
３３ｃ　　冷却水温度センサ
３３ｄ　　ＥＶスイッチ
３４、３３４　　潤滑油供給装置（供給手段）
３５、３３５　　油路
３６、３３６　　オイルポンプ（圧送手段）
３７、３８、３９、４０、３３７、３３８、３３９、３４０、３４１、３４２、３４３　
　流量制御弁
３７ａ、３８ａ、３９ａ、４０ａ、３３７ａ、３３８ａ、３３９ａ、３４０ａ、３４１ａ
、３４２ａ、３４３ａ　　分岐油路
１００、２００、３００　　駆動装置
３０５　　中間軸
３０７　　出力部
３０８　　駆動輪
３１３、３１４、３１５、３１６　　油圧部
３１７　　ワンウェイクラッチ
３１８　　第１ドライブギヤ
３１９　　第２ドライブギヤ
３２０　　カウンタドリブンギヤ（出力部材）
３２１　　差動装置
３２２　　中間ギヤ
３２３　　ドリブンギヤ
３２４　　ドライブギヤ軸
Ａｘ１　　第１軸線
Ａｘ２　　第２軸線
Ｂ１　　ブレーキ
Ｂ３０１　　第１ブレーキ
Ｂ３０２　　第２ブレーキ
Ｃ１、Ｃ３０１　　第１クラッチ
Ｃ２、Ｃ３０２　　第２クラッチ
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Ｃ３　　第３クラッチ
Ｃ４　　第４クラッチ
Ｃ５　　第５クラッチ
Ｃ６　　第６クラッチ（切離手段）
Ｃａ４、Ｃａ８、Ｃａ１７、Ｃａ１８、Ｃａ３０４、Ｃａ３１１、Ｃａ３１２　　キャリ
ヤ
Ｒ４、Ｒ８、Ｒ１７、Ｒ１８、Ｒ３０４、Ｒ３１１、Ｒ３１２　　リングギヤ
ＲＭ１ 　第１回転要素
ＲＭ２ 　第２回転要素
ＲＭ３ 　第３回転要素
ＲＭ４ 　第４回転要素
Ｓ４、Ｓ８、Ｓ１７、Ｓ１８、Ｓ３０４、Ｓ３１１、Ｓ３１２　　サンギヤ

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】

【図１１】
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